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第１章 計画策定の趣旨 
 

１ 策定の背景 

2000（平成 12）年度にスタートした介護保険制度は，市民生活を支える重要な制度として

広く浸透する一方で，高齢化の進展に伴う要介護者の増加，それに起因する介護給付費の増

加，さらに介護サービス提供体制の充実を支える介護人材の育成・確保，地域医療と介護の

連携，認知症対策など，様々な課題が顕在化してきています。 

この間，日本の総人口は減少に転じるとともに，団塊の世代が高齢期を迎えるなど高齢者

人口は年々増加しています。平成 29 年版高齢社会白書（内閣府）によると，2000（平成 12）

年に 17.4％であった高齢化率は，団塊の世代が 75 歳以上になる 2025 年には 30.0％に達す

ると見込まれており，医療や介護といった社会保障の負担が，現役世代に大きくのしかかっ

てくることが予想されます。 

こうした中，たとえ介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを

続けることができるよう，医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域

包括ケアシステムの推進が，より一層，重要なものとなっています。また，介護保険制度改

正も踏まえて，介護サービス事業所によるサービスの充実とともに，市民一人ひとりが介護

を自分自身の問題としてとらえ，地域住民の協力により，地域福祉の推進，福祉を通した地

域づくりを進めることも重要な課題となっています。 

本市においては，2035 年までの長期的視点に立ち，「誰もが安心して いきいきと暮らせる 

地域づくり」を基本理念に，2015（平成 27）年 3 月に「坂出市高齢者福祉計画・第６期介護

保険事業計画」を策定し，さまざまな高齢者福祉施策の推進に取り組んできました。 

今後，高齢化がますます進むうえ，ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯，認知症高齢者

はさらに増加することが予測されており，本市においても，「地域包括ケアシステム」を深化・

推進していく必要があります。 

こうした現状や将来展望を踏まえ，高齢者が安心して自分らしく暮らしていくことのでき

るまちづくりを進める計画として，「坂出市高齢者福祉計画および第 7 期介護保険事業計画」

を策定します。 
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高齢者福祉計画 

全ての高齢者を対象とした，福祉サービス等に関する総合的な計画 

介護保険事業計画 

要介護(要支援)高齢者，要介護(要支援)となるリスクの高い高齢者を対象

とした，介護(予防)サービス，地域支援事業の基盤整備に関する実施計画 

２ 計画の位置づけ 

本計画は，高齢者福祉計画と介護保険事業計画を総合的かつ一体的に策定したものです。 

高齢者福祉計画は，老人福祉法第 20 条の 8 に基づく計画であり，高齢者に対する福祉サー

ビス等の取り組みについて，その供給体制の確保に関する計画です。 

また，介護保険事業計画は，介護保険法第 117 条の規定に基づき，本市における要介護者

や要支援者の人数，介護サービスや介護予防サービスの利用意向などを勘案し必要なサービ

ス量を見込み，介護サービスや介護予防サービスを提供する体制を確保するなど，介護保険

事業の円滑な実施に関する計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

本計画では，第９期計画期間中にあたる 2025 年を見据え，第６期計画（前期計画）から段

階的な構築を目指している「地域包括ケアシステム」について，より深化・推進していくこ

ととします。 

第７期計画の期間は 3 か年で，2018（平成 30）年度を始期とし 2020 年度を目標年度とし

ます。 

 

2012 
（H24） 

2013
（H25） 

2014 
（H26） 

2015
（H27） 

2016
（H28） 

2017
（H29） 

2018
（H30） 

2019
（H31） 

2020 2021 2022 2023 2024 2025 

 

2026 

     

  

第５期計画  
第６期計画 
（前期計画）  

第７期計画 

（本計画）  第８期計画  

2025 年までの中長期的な見通し 

第９期計画  

「団塊の世代」 

が６５歳に 

「団塊の世代」 

が７５歳に 
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４ 他計画との関係 

本計画の策定にあたっては，本計画の上位計画にあたる「坂出市まちづくり基本構想」や

福祉分野等の関連計画とも連携・整合性を図りながら計画を策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 計画の策定体制 

（１）坂出市高齢者福祉計画等策定協議会 

保健・医療・福祉・介護の各分野における専門家，学識経験者，被保険者の代表者等を

委員とする「坂出市高齢者福祉計画等策定協議会」を設置し，審議・検討を行いました。 

 

（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の実施 

本計画の策定にあたって，2017（平成 29）年 2 月から 3 月にかけて「介護予防・日常生

活圏域ニーズ調査」を実施しました。（第 2 章「4.（1）日常生活圏域ニーズ調査について」

を参照） 

 

（３）在宅介護実態調査の実施 

本計画の策定にあたって，2017（平成 29）年 2 月から 4 月にかけて，「在宅介護実態調

査」を実施しました。（第 2 章「4.（2）在宅介護実態調査について」を参照） 

 

 

（４）介護サービス事業者・法人アンケート調査の実施 

本計画の策定にあたって，2017（平成 29）年 7 月から 8 月にかけて，市内で事業所を運

営している介護サービス事業者に「介護サービス事業者・法人アンケート調査」を実施し

ました。また，介護サービスの取り組み意向がある事業者に，さらに詳細な内容について

直接ヒアリング調査を実施しました。 

坂 出 市 ま ち づ く り 基 本 構 想 

坂 出 市 地 域 福 祉 計 画 

坂
出
市
障
が
い
者
福
祉
計
画 

坂
出
市
障
が
い
福
祉
計
画 

坂
出
市
子
ど
も
・
子
育
て 

支
援
事
業
計
画 

坂
出
市
高
齢
者
福
祉
計
画 

坂
出
市
介
護
保
険
事
業
計
画 

香
川
県
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

香
川
県
保
健
医
療
計
画 

【
社
会
福
祉
協
議
会
】 

坂
出
市
地
域
福
祉
活
動
計
画 

そ
の
他 

関
連
計
画 

坂
出
市
健
康
増
進
計
画 

坂
出
市
食
育
推
進
計
画 
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（５）地縁組織や各種団体等アンケート調査の実施 

本計画の策定にあたって，2017（平成 29）年 7 月から 8 月にかけて，自治会，民生児童

委員，地区社協，老人クラブ，婦人会，シルバー人材センター，社会福祉協議会に調査を

実施しました。 

 

（６）庁内関係各課への意見聴取の実施 

本計画の策定にあたって，2017（平成 29）年 8 月から 9 月にかけて，第６期計画の進捗

状況や第７期の計画に向けて調査を実施しました。（ふくし課，学校教育課，生涯学習課，

共働課，建設課，都市整備課，危機監理室，消防本部予防課） 

 

（７）パブリックコメントの実施 

本計画の内容に関して市民の意見を求めるため，意見公募を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 第６期計画の取り組みと評価 

本市では 2015（平成 27）年度から 2017（平成 29）年度にかけてさまざまな施策をすすめ，

本計画をより現実のものとし，基本理念を実現するため，「坂出市介護保険事業計画運営推進

委員会」を年間２回開催し，進行管理および評価を行ってまいりました。 

 

■坂出市介護保険事業計画運営推進委員会 開催状況 

年 月 会議 

2015（平成 27）年 ９月 17 日 平成 27 年度第１回坂出市介護保険事業計画運営推進委員会 

2016（平成 28）年 
２月 29 日 平成 27 年度第２回坂出市介護保険事業計画運営推進委員会 

10 月 13 日 平成 28 年度第１回坂出市介護保険事業計画運営推進委員会 

2017（平成 29）年 ２月 20 日 平成 28 年度第２回坂出市介護保険事業計画運営推進委員会 

※P●「資料編 ３ 坂出市高齢者福祉計画および第６期介護保険事業計画の取り組みと評価」参照 

意見 

聴取 

 

基礎調査 

パブリックコメント【2018（平成 30）年 1 月～】 

坂出市高齢者福祉計画等策定協議会 市長 

在宅介護実態調査 
【2017（平成 29）年 2 月～4 月】 

地縁組織や各種団体等アンケート調査 
【2017（平成 29）年 7 月～8 月】 

庁内関係各課への意見聴取 

【2017（平成 29）年 8 月～9 月】 

介護サービス事業者・法人アンケート調査 
【2017（平成 29）年 7 月～8 月】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 
【2017（平成 29）年 2 月～3 月】 

※現状・課題，今後の取り組みなどを審議・協議 

任命 

提言 
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第２章 高齢者を取り巻く現状 
 

１ 高齢者の現状について 

（１）人口等の状況 

総人口の推移をみると，2006（平成 18）年度の 58,542 人から，2017（平成 29）年度に

は 53,892 人となっており，4,650 人減少しています。また，年齢３区分人口の状況をみる

と，年少人口および生産年齢人口ともに年々減少しています。一方，高齢者人口について

は年々増加しており，2006（平成 18）年度の 15,174 人から 2017（平成 29）年度には 18,336

人まで増加しています。なお，高齢者人口の増加に伴って，高齢化率も年々上昇しており，

2017（平成 29）年度には 34.0％となっています。 

 

■人口の推移状況                                        （単位：人，％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 10 月 1 日現在） 

 

 

  

2006

(平成18)年

2012

(平成24)年

2013

(平成25)年

2014

(平成26)年

2015

(平成27)年

2016

(平成28)年

2017

(平成29)年

58,542 56,582 56,010 55,430 54,896 54,283 53,892

    年少人口 7,314 6,862 6,717 6,603 6,528 6,382 6,302

（0歳～14歳） 構成比 12.5 12.1 12.0 11.9 11.9 11.8 11.7

生産年齢人口 36,054 33,070 31,992 31,031 30,266 29,640 29,254

（15歳～64歳） 構成比 61.6 58.4 57.1 56.0 55.1 54.6 54.3

15,174 16,650 17,301 17,796 18,102 18,261 18,336

（65歳以上） 構成比 25.9 29.4 30.9 32.1 33.0 33.6 34.0

区　　分

総 人 口

  高齢者人口

15,174 16,650 17,301 17,796 18,102 18,261 18,336

36,054 33,070 31,992 31,031 30,266 29,640 29,254

7,314
6,862 6,717 6,603 6,528 6,382 6,302

25.9%

29.4% 30.9%
32.1%

33.0% 33.6% 34.0%

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2006

(平成18)年
2012

(平成24)年
2013

(平成25)年
2014

(平成26)年
2015

(平成27)年
2016

(平成28)年
2017

(平成29)年

高齢者人口 生産年齢人口 年少人口 高齢化率

（人 ） （％）
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（２）高齢者等の状況 

2017（平成 29）年における高齢者の状況をみると，65 歳以上の高齢者数は 18,336 人と

なっており，そのうち 65～74 歳の前期高齢者数が 8,983 人，75 歳以上の後期高齢者数が

9,353 人となっています。 

 

■人口構成状況   

                         （単位：人，％）  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口構成状況グラフ                         （単位：人，歳） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳【2017（平成 29）年 10 月１日現在】  

後期高齢者

9,353

前期高齢者

8,983

40～64 歳

16,642

938 

1,007 

1,124 

1,169 

1,084 

1,120 

1,211 

1,504 

1,931 

1,738 

1,448 

1,513 

1,747 

2,644 

2,053 

1,733 

1,811 

2,286 

 -  500  1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

0～4 

5～9 

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～

女性

955 

1,100 

1,178 

1,189 

1,256 

1,260 

1,340 

1,479 

1,878 

1,807 

1,445 

1,479 

1,656 

2,445 

1,841 

1,410 

1,128 

985 

 - 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

男性

0～39歳

35.1%

40～64歳

30.9%

65～74歳

16.7%

75歳

以上

17.3%

人口 割合

18,914 35.1

16,642 30.9

18,336 34.0

65～74歳

（前期高齢者）
8,983 16.7

75歳以上

（後期高齢者）
9,353 17.3

53,892合　　計

区　　　分

0～39歳

40～64歳

65歳以上（高齢者）

資料：住民基本台帳【2017（平成 29）年 10 月 1 日現在】 
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高齢化率の状況を全国および香川県全体と比較すると，本市の高齢化率は高い状況が続

いています。 

 

■高齢化率の推移比較                      （単位：人，％） 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■高齢化率の比較（県内８市） 

資料：国勢調査【2015（平成 27）年】 

坂出市 

（34.3%） 
高松市 

（27.0%） 

善通寺市 

（29.0%） 

三豊市 

（34.3%） 

観音寺市 

（32.2%） 

丸亀市 

（27.4%） 

さぬき市 

（34.1%） 

東かがわ市

（39.5%） 

2005（平成17）年 2010（平成22）年

高齢化率 高齢化率 高齢者数 高齢化率

全　　国 20.2 23.0 33,465,441 26.6

香 川 県 23.3 25.8 286,296 29.9

坂 出 市 26.3 29.1 18,133 34.3

区　　　分
2015（平成27）年
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（３）世帯の状況 

世帯の推移をみると，65 歳以上の親族のいる世帯は世帯数および一般世帯に占める割合

ともに増加しており，2015（平成 27）年には 52.2％となっています。また，高齢夫婦世

帯，高齢単身者世帯についても世帯数，一般世帯に占める割合ともに増加しています。 

 

■世帯の推移                                            （単位：世帯，％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※高齢夫婦世帯・・・夫 65 歳以上妻 60 歳以上の 1 組のみの一般世帯              資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高齢夫婦世帯割合の推移 高齢単身者世帯割合の推移 

9.1 

10.1 

11.4 11.2 

12.0 

13.5 13.0 

13.9 

15.9 

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

2005

（平成17）年
2010

（平成22）年
2015

（平成27）年

（％）

国 香川県 坂出市

7.9 

9.2 

11.1 

8.8 

9.8 

12.1 

10.7 

11.7 

14.4 

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

2005

（平成17）年
2010

（平成22）年
2015

（平成27）年

（％）

国 香川県 坂出市

世帯数
一般世帯
に占める

割合
世帯数

一般世帯
に占める
割合

世帯数
一般世帯
に占める
割合

国 49,062,530 100.0 51,842,307 100.0 53,331,797 100.0

香川県 375,634 100.0 389,652 100.0 397,602 100.0

坂出市 20,950 100.0 21,344 100.0 21,294 100.0

国 17,204,473 35.1 19,337,687 37.3 21,713,308 40.7

香川県 152,463 40.6 162,455 41.7 180,429 45.4

坂出市 9,660 46.1 10,205 47.8 11,109 52.2

国 4,487,042 9.1 5,250,952 10.1 6,079,126 11.4

香川県 42,075 11.2 46,830 12.0 53,781 13.5

坂出市 2,719 13.0 2,977 13.9 3,379 15.9

国 3,864,778 7.9 4,790,768 9.2 5,927,686 11.1

香川県 33,087 8.8 38,301 9.8 48,194 12.1

坂出市 2,234 10.7 2,495 11.7 3,058 14.4

65歳以上の親族の

いる世帯

高齢夫婦世帯

高齢単身者世帯

区　　　　　分

2005（平成17）年 2010（平成22）年 2015（平成27）年

一般世帯
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２ 介護保険被保険者数・認定者数の現状について 

（１）介護保険被保険者の状況 

介護保険被保険者の推移状況をみると，第１号被保険者は年々増加しています。 

 

■介護保険被保険者の推移状況                                  （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告 
【2015（平成 27）年度まで年報，2016（平成 28）年度のみ 2017（平成 29）年 3 月末時点月報】 

 

■要支援・要介護認定者数と認定率の推移                         （単位:人,％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：介護保険事業状況報告 [（  ）本市の第１号被保険者数] 

【2015（平成 27）年度まで年報，2016（平成 28）年度のみ 2017（平成 29）年 3 月末時点月報】 

2006

（平成18）

年度

2008

（平成20）

年度

2010

（平成22）

年度

2012

（平成24）

年度

2014

（平成26）

年度

2016

（平成28）

年度

2006

（平成18）

年度

2008

（平成20）

年度

2010

（平成22）

年度

2012

（平成24）

年度

2014

（平成26）

年度

2016

（平成28）

年度

(15,335) (15,903) (15,984) (16,897) (17,880) (18,217) (15,335) (15,903) (15,984) (16,897) (17,880) (18,217)

要支援１ 654 678 613 487 678 754 4.3 4.3 3.8 2.9 3.8 4.1

要支援２ 441 426 494 582 508 539 2.9 2.7 3.1 3.4 2.8 3.0

要介護１ 586 604 580 673 711 683 3.8 3.8 3.6 4.0 4.0 3.7

要介護２ 441 406 408 438 432 414 2.9 2.6 2.6 2.6 2.4 2.3

要介護３ 352 398 326 324 339 350 2.3 2.5 2.0 1.9 1.9 1.9

要介護４ 294 265 292 368 338 331 1.9 1.7 1.8 2.2 1.9 1.8

要介護５ 244 247 259 239 183 227 1.6 1.6 1.6 1.4 1.0 1.2

小計 3,012 3,024 2,972 3,111 3,189 3,298 19.6 19.0 18.6 18.4 17.8 18.1

要支援１ 2 7 7 8 3 9

要支援２ 20 14 12 13 9 15

要介護１ 15 10 9 10 13 4

要介護２ 18 14 14 11 8 11

要介護３ 10 10 11 6 4 7

要介護４ 5 3 5 2 5 4

要介護５ 10 11 10 8 6 5

小計 80 69 68 58 48 55

3,092 3,093 3,040 3,169 3,237 3,353

区　　　分

認定者数 認定率

第１号
被保険者

第2号

被保険者

合　　　　計

2011

（平成23）

年度

2012

（平成24）

年度

2013

（平成25）

年度

2014

（平成26）

年度

2015

（平成27）

年度

2016

（平成28）

年度

16,241 16,897 17,471 17,880 18,118 18,217

前期高齢者

（65～74歳）
7,317 7,878 8,434 8,863 9,016 8,951

後期高齢者

（75歳以上）
8,924 9,019 9,037 9,017 9,102 9,266

区　　　分

第１号被保険者

（65歳以上）
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（２）要支援・要介護認定者の状況 

認定者の割合の推移状況をみると，要支援１，要支援２の割合が経年的にみて緩やかに

上昇し，2016（平成 28）年度には 39.2％となっています。 

また，認定者の割合を県・他市と比較すると，要支援１の割合が最も高くなっています。 

 

■要支援・要介護認定者数と認定者割合の推移（※第２号被保険者を除く）      
（単位:人,％） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：介護保険事業状況報告 
【2015（平成 27）年度まで年報，2016（平成 28）年度のみ 2017（平成 29）年 3 月末時点月報】 

           

■県下８市の要支援・要介護認定者割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告【2017（平成 29）年 3 月末時点月報】 

22.9

10.3

13.1

19.7

18.7

9.9

7.0

7.9

11.8

16.3

15.4

19.0

17.4

10.1

15.6

18.1

12.2

15.2

20.7

22.8

20.4

17.8

25.5

16.8

15.7

22.3

21.2

12.6

19.1

16.0

14.7

10.5

23.3

21.3

19.8

18.2

10.6

13.5

11.5

11.9

10.1

15.0

17.3

14.6

13.5

10.0 

10.3 

10.9 

11.1 

14.4 

11.0 

12.0 

13.1 

11.2 

6.9

8.6

9.2

7.5

10.6

8.4

8.7

10.1

8.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

坂出市

高松市

丸亀市

善通寺市

観音寺市

さぬき市

東かがわ市

三豊市

香川県

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

（％）

2006

（平成18）

年度

2008

（平成20）

年度

2010

（平成22）

年度

2012

（平成24）

年度

2014

（平成26）

年度

2016

（平成28）

年度

654 678 613 487 678 754

21.7 22.4 20.6 15.7 21.3 22.9

441 426 494 582 508 539

14.6 14.1 16.6 18.7 15.9 16.3

586 604 580 673 711 683

19.5 20.0 19.5 21.6 22.3 20.7

441 406 408 438 432 414

14.6 13.4 13.7 14.1 13.5 12.6

352 398 326 324 339 350

11.7 13.2 11.0 10.4 10.6 10.6

294 265 292 368 338 331

9.8 8.8 9.8 11.8 10.6 10.0

244 247 259 239 183 227

8.1 8.2 8.7 7.7 5.7 6.9

3,012 3,024 2,972 3,111 3,189 3,298

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
合　計

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

36.5 37.2 34.4 37.2 39.236.3
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認定率の状況を県・他市と比較すると，ほとんどの市が増加しているなか，本市は 2014

（平成 26）年度までは減少傾向にあり，2016（平成 28）年度には 18.1％とやや増加して

います。また，2012（平成 24）年度からは県の認定率を下回っています。 

 

■認定率の比較                                                  （単位：％）                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：介護保険事業状況報告 
【2015（平成 27）年度まで年報，2016（平成 28）年度のみ 2017（平成 29）年 3 月末時点月報】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

19.0
18.6

18.4

17.8

18.1

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

2008

（平成20）

年度

2010

（平成22）

年度

2012

（平成24）

年度

2014

（平成26）

年度

2016

（平成28）

年度

（％）

東かがわ市 

香 川 県 

さ ぬ き 市 

坂 出 市 

高 松 市 

三 豊 市 

丸 亀 市 

観 音 寺 市 

善 通 寺 市 

保険者
2008

（平成20）

年度

2010

（平成22）

年度

2012

（平成24）

年度

2014

（平成26）

年度

2016

（平成28）

年度

坂 出 市 19.0 18.6 18.4 17.8 18.1

高 松 市 19.4 20.3 20.9 20.8 20.6

丸 亀 市 14.5 15.3 15.9 16.3 16.4

善 通 寺 市 13.0 14.3 16.1 16.2 16.4

観 音 寺 市 13.8 15.5 16.3 15.9 15.8

さ ぬ き 市 18.0 19.0 20.0 20.4 20.4

東 か が わ 市 16.3 18.6 19.1 18.6 18.8

三 豊 市 16.0 17.2 18.3 18.5 18.7

香 川 県 17.4 18.4 19.1 19.1 19.1
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３ 日常生活圏域について 

（１）第７期計画における日常生活圏域 

第３期計画から現在の日常生活圏域（５圏域）を設定し，地域密着型サービス事業所等

の基盤整備や日常生活圏域ニーズ調査による地域分析に基づき，高齢者福祉事業など各種

事業を行ってきました。 

第７期計画における圏域の設定については，中学校区を基本（坂出中学校区および白峰

中学校区が広範囲に及ぶため，両校区を２区に区分）として，また，第３期計画から５圏

域を設定し介護サービスなどの基盤整備を推進してきたことから，引き続き日常生活圏域

５圏域を設定し，地域包括ケアシステムの強化，各種取り組みを推進します。 

 

■第７期計画における日常生活圏域 

【Ａ圏域】 

与島・西部・中央地区 

川崎町・坂出町・御供所町・宮下町・中央町 

築港町・常盤町・八幡町・白金町・寿町・本町 

元町・新浜町・富士見町・文京町・青葉町・駒止町 

瀬居町・沙弥島・与島町・岩黒・櫃石・番の州町 

沖の浜・西大浜北・西大浜南 

【Ｂ圏域】 

東部・金山（江尻町）地区 

京町・室町・旭町・横津町・久米町・昭和町 

入船町・谷町・江尻町 

【Ｃ圏域】 

林田・松山・王越地区 

林田町・神谷町・高屋町・青海町・大屋冨町 

王越町 

【Ｄ圏域】 

金山（江尻町を除く）・川津地区 

川津町・大池町・小山町・福江町・花町 

笠指町・池園町 

【Ｅ圏域】 

西庄・加茂・府中地区 
西庄町・加茂町・府中町 
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■日常生活圏域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｃ圏域Ａ圏域 Ｂ圏域

Ｄ圏域 Ｅ圏域
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（２）日常生活圏域の状況 

① 圏域別の人口 

圏域別の人口は，全ての圏域で減少している。2013（平成 25）年から 2017（平成 29）

年にかけての減少率が最も高いのはＥ圏域で 5.6 ポイント減，最も低いのはＤ圏域で 0.8

ポイント減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 10 月 1 日現在） 

 

② 圏域別の高齢者人口と高齢化率 

圏域別の人口はＡ圏域が 12,808 人と最も多く，次いでＢ圏域が 11,632 人となってお

り，高齢者人口はＡ圏域が 4,417 人と最も多く，次いでＣ圏域が 3,813 人となっていま

す。また，高齢化率はＥ圏域の 35.6％が最も高く，Ｂ圏域の 31.8％が最も低くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳【2017（平成 29）年 10 月 1 日現在】 

13,554 13,302 13,095 12,943 12,808

12,002 11,905 11,830 11,708 11,632

11,238 11,110 11,016 10,904 10,865

9,270 9,250 9,217 9,148 9,196

9,946 9,863 9,738 9,580 9,391

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2013

（平成25）年
2014

（平成26）年
2015

（平成27）年
2016

（平成28）年
2017

（平成29）年

（人）

Ａ圏域 Ｂ圏域 Ｃ圏域 Ｄ圏域 Ｅ圏域

56,010 55,430 54,896 54,283 53,892

12,808

11,632

10,865

9,196 9,391

4,417
3,694 3,813

3,072 3,340

34.5%

31.8%

35.1%

33.4%

35.6%

20.0

24.0

28.0

32.0

36.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

Ａ圏域 Ｂ圏域 Ｃ圏域 Ｄ圏域 Ｅ圏域

（人）

人口 高齢者人口 高齢化率

（％）
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【参考】地区別の高齢者人口と高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳【2017（平成 29）年 10 月 1 日現在】 

 

③ 圏域別の後期高齢者割合 

圏域別の後期高齢者割合はＡ圏域が 55.5％と最も高く，Ｂ圏域が 47.8％と最も低くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳【2017（平成 29）年 10 月 1 日現在】 

  

2,452

1,766 1,874
1,548 1,713

1,965

1,928 1,939

1,524
1,627

55.5%

47.8%
49.1% 50.4%

51.3%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

Ａ圏域 Ｂ圏域 Ｃ圏域 Ｄ圏域 Ｅ圏域

（人）

75歳以上（後期高齢者） 65～74歳（前期高齢者） 後期高齢者割合

（％）

5,627

6,581

8,653

5,745

1,877

6,195

2,997

4,522

5,798

3,674

993
1,230

2,132 1,940

2,741

1,992

812

1,930

937

1,593
1,839

1,333

550 537

37.9%

29.5%
31.7%

34.7%

43.3%

31.2%

31.3%

35.2%

31.7%

36.3%

55.4%

43.7%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

西部 中央 東部 金山 西庄 林田 加茂 府中 川津 松山 王越 与島

（人）

人口 高齢者人口 高齢化率

（％）
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④ 圏域別の認定者数 

圏域別の認定者数はＡ圏域が 900 人と最も多く，次いでＣ圏域が 728 人となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳【2016（平成 28）年 10 月 1 日現在，介護保険事業状況報告】 

 

  

4,446

3,657
3,804

3,048
3,306

900

570 728 499 606

20.2%

15.6%

19.1%

16.4%

18.3%

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ａ圏域 Ｂ圏域 Ｃ圏域 Ｄ圏域 Ｅ圏域

（人）

高齢者人口 認定者数 認定率

（％）
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⑤ 圏域別のサービス事業所等の状況【2017（平成 29）年 10 月現在】 

■介護サービス事業所 

区分 単位 Ａ圏域 Ｂ圏域 Ｃ圏域 Ｄ圏域 Ｅ圏域 合計 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

か所 1  0  1  1  2  5  

床 50  0  50  50  100  250  

介護老人保健施設 
か所 0  0  1  2  1  5  

床 0  0  80  160  100  340  

特定施設入居者生活介護 
か所 1  1  0  1  1  4  

床 30  100  0  50  51  231  

通所介護（デイサービス） か所 3  3  1  1  2  10  

通所リハビリテーション か所 1  3  1  4  2  11  

短期入所生活介護 

（ショートステイ） 

か所 1  1  1  2  3  8  

床 14  9  10  20  60  113  

訪問看護 か所 2  2  0  2  1  7  

訪問介護 か所 3  5  2  4  4  18  

訪問入浴介護 か所 1 0 0 1 0 2 

訪問リハビリテーション か所 1  1  1  1  1  5  

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

か所  1 1  1  2  2  7  

床  18 18  18  27  26  107  

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
か所 0 0 1 1 0 2 

認知症対応型通所介護 か所 1 1 1 1 1 5 

地域密着型通所介護 か所 2 0 1 0 1 4 

（看護） 

小規模多機能型居宅介護 

か所 1  1  1  1  1  5  

人(定員) 25  29  29  25  29  137  

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護 

（特別養護老人ホーム） 

か所  0  1 0  1  0  2  

床 0 29 0 29 0 58 

居宅介護支援事業所 か所 4  5  1  4  3  17  

 

■介護サービス事業所以外 

区分 単位 Ａ圏域 Ｂ圏域 Ｃ圏域 Ｄ圏域 Ｅ圏域 合計 

養護老人ホーム 
か所  0  0  0 0 1  1  

床  0  0  0  0 60  60  

軽費老人ホーム 
か所 0  1  1  2  1  5  

床 0  30  30  100  50  210  

サービス付き高齢者向け住宅 

（特定施設の指定を受けていないもの） 

か所 1  2  0  1  2  6  

戸 32  69  0  39  105  245  

有料老人ホーム 
か所 0 1 0 0 1 2 

戸 0 29 0 0 9 38 
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４ アンケート調査について 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査について 

高齢者の方々が，健康で安心して暮らすことのできる長寿社会の実現に向けて，普段の

生活実態等を把握するために調査を実施しました。 

 

① 調査の概要 

調 査 対 象 

市内在住の 65 歳以上の一般高齢者のかた 2,000 人 

要支援１～要介護３【2017（平成 29）年１月 10 日現在】までの認定者 

1,000 人 

調 査 期 間 2017（平成 29）年３月２日～３月 24 日 

調 査 方 法 郵送による配布・回収 

回 収 結 果 

一般高齢者 1,411 人（回収率 70.6％） 

認定者 703 人（70.3％） 

全体 2,114 人（70.5％） 

 

② 調査の結果（主なものの抜粋） 

（ⅰ）家族や生活状況について 

ア）家族構成 

家族構成について前回調査と比較すると，要支援・要介護認定者では，「一人暮

らし」が 7.6 ポイント増加し，『家族などと同居』の割合が 8.9 ポイント減少してい

ます。 

 

■家族構成について 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.8 58.1 11.2 9.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

前回調査/H26

（n=626）

１人暮らし 家族などと同居（二世帯住宅を含む）

その他（施設入居など） 無回答

（％）

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

28.4 20.3 1.7 27.2 18.2 4.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

１人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者６５歳以上）

夫婦２人暮らし（配偶者６４歳以下） 息子・娘との２世帯

その他 無回答

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 
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イ）介護・介助が必要となった主な原因（全体） 

介護・介助は必要（現在は受けていない），又は，現在介護を受けていると回答

した人に対し，介護・介助が必要になった主な原因をたずねたところ，一般高齢者

では「心臓病」，「骨折・転倒」，「高齢による衰弱」がともに 16.7％と最も多くなっ

ています。次いで，「その他」（14.7％），「関節の病気（リウマチ等）」（13.5％），「糖

尿病」（12.2％）などとなっています。 

要支援・要介護認定者では「認知症（アルツハイマー病等）」が 27.4％と最も多

く，次いで「骨折・転倒」（26.8％），「高齢による衰弱」（22.1％）となっています。 

 

■介護・介助が必要になった主な原因（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.4

16.7

6.4

8.3

13.5

7.7

2.6

12.2

3.2

8.3

16.7

4.5

16.7

14.7

1.9

16.7

16.7

13.6

5.0

5.5

10.7

27.4

4.2

13.5

1.8

10.7

26.8

4.2

22.1

13.6

0.3

8.8

0.0 10.0 20.0 30.0

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

関節の病気（リウマチ等）

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

糖尿病

腎疾患（透析）

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊椎損傷

高齢による衰弱

その他

不明

無回答

一般高齢者（n=156）

要支援・要介護認定者（n=616）

（％）
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イ）介護・介助が必要となった主な原因（前回との比較） 

介護・介助が必要になった主な原因について前回調査と比較すると，一般高齢者

では，「糖尿病」の割合が前回調査での 8.8％から 12.2％と 3.4 ポイント増加し，今

回調査では原因の第３位となっています。 

要支援・要介護認定者については，前回調査では「高齢による衰弱」が第１位と

なっていましたが，今回調査では「認知症（アルツハイマー病等）が原因の第１位

となっています。 

 

■介護・介助が必要になった主な原因 （前回との比較/複数回答） 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

  

6.4

16.7

6.4

8.3

13.5

7.7

2.6

12.2

3.2

8.3

16.7

4.5

16.7

14.7

1.9

16.7

8.8

14.3

3.8

5.5

14.3

5.5

1.1

8.8

11.0

15.4

2.7

13.7

10.4

0.5

24.7

0.0 10.0 20.0 30.0

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

関節の病気（リウマチ等）

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

糖尿病

腎疾患（透析）（※前回はなし）

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊椎損傷

高齢による衰弱

その他

不明

無回答

今回調査/2017（H29）（n=156）

前回調査/2014（H26）（n=182）

（％）
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■介護・介助が必要になった主な原因（前回との比較/複数回答） 

  ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

  

16.7

13.6

5.0

5.5

10.7

27.4

4.2

13.5

1.8

10.7

26.8

4.2

22.1

13.6

0.3

8.8

18.1

13.2

5.5

6.1

11.3

25.8

5.0

9.0

8.8

27.7

4.2

29.0

12.2

0.4

3.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

関節の病気（リウマチ等）

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

糖尿病

腎疾患（透析）（※前回はなし）

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊椎損傷

高齢による衰弱

その他

不明

無回答

今回調査/2017（H29）（n=616）

前回調査/2014（H26）（n=476）

（％）
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（ⅱ）からだを動かすことについて 

ア）運動器の機能について 

運動器の機能について前回調査と比較すると， 15 分くらい続けて歩いています

かの問については，「できるし，している（※前回では『はい』）」の割合が，一般

高齢者では 7.7 ポイント減少，要支援・要介護認定者では，6.5 ポイント減少して

おり，15 分程度の歩行をする人が少なくなっていると言えます。 

 

■運動器の機能について 

            

 

 

 

＜一般高齢者調査＞               ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか。 

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか。 

 

１５分くらい続けて歩いていますか。 

 

9.7

10.7

6.3

80.9

81.8

3.1

7.5

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

73.6

76.4

13.0 11.6

21.4

1.8

2.2

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

16.1

16.1

6.5 74.1

78.6

3.3

5.3

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

19.5

26.0

11.5 66.6

67.9

2.4

6.1

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

75.1

82.8

15.7 8.3

15.1

1.0

2.1

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

58.4

55.4

22.5 17.3

40.9

1.8

3.7

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

できるし、している/（※前回では「はい」） できるけどしていない

できない/（※前回では「いいえ」） 無回答

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 
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イ）転倒について 

転倒経験について，今回調査での「何度もある（※前回では『はい』）」と「１度

ある」を合わせた『転倒経験がある』の割合と，前回調査での「はい」の割合を比

較すると，一般高齢者については，今回調査では 31.7％と 8.0 ポイント増加してい

ます。要支援・要介護認定者では『転倒経験がある』の割合が今回調査では 67.0％

と 11.7 ポイント増加しており，転倒経験者が増加傾向にあります。 

   

■転倒経験について 

 

 

 

＜一般高齢者調査＞             ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

ウ）転倒に対する不安について 

転倒に対する不安について，今回調査での「とても不安である」と「やや不安であ

る」を合わせた『不安である』の割合と前回調査での「はい」の割合を比較すると，  

一般高齢者については，今回調査では 46.8％と 2.9 ポイント増加しています。 

また、要支援・要介護認定者については，『不安である』の割合が，83.4％から 91.7％

と 8.3 ポイントの増加となり，今回調査では不安を持っている人が約９割を占める結果

となっています。 

 

■転倒に対する不安 

 

 

 

＜一般高齢者調査＞             ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

  

40.5

55.3

26.5 30.2

38.7

2.8

6.1

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

9.9

23.7

21.8 67.2

74.4

1.1

1.9

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

何度もある（※前回では「はい」） １度ある

ない（※前回では「いいえ」） 無回答

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

46.8

43.9

51.6

52.7

1.7

3.4

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

はい（※今回の「とても不安である+やや不安である」）

いいえ（※今回の「あまり不安でない+不安でない」）

無回答

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

91.7

83.4

5.9

10.4

2.3

6.2

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 
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エ）閉じこもり傾向について 

週に１回以上外出しているかについて，今回調査で，「週１回」以上外出してい

る人の割合と，前回調査での「はい」の割合を比較すると，一般高齢者については

今回調査では 94.8％と 1.9 ポイント増加しています。 

要支援・要介護認定者についても同様に比較すると，今回調査では 68.8％と 6.0

ポイント増加しており，外出している人の割合がやや増加傾向にあります。 

 

■１週間当たりの外出について 

 

 

＜一般高齢者調査＞             ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

※『週１回以上外出』＝今回調査での「週１回」，「週２～４回」，「週５回以上」の合計割合  

 

オ）外出を控えている理由（全体） 

外出を控えていると回答した人に対し，外出を控えている理由についてたずねた

ところ，一般高齢者，要支援・要介護認定者ともに「足腰などの痛み」が最も多く

なっています。 

 

■外出を控えている理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

  

68.8

62.8

28.7

31.5

2.4

5.8

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

94.8

92.9

4.0

5.5

1.2

1.5

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

はい（※今回の『週１回以上外出』） いいえ（※今回の「ほとんど外出しない」） 無回答

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

15.0

1.5

45.9

14.7

9.4

8.3

18.0

11.3

18.0

12.0

6.0

18.4

11.1

62.6

31.7

16.0

10.9

13.3

4.0

26.5

11.5

2.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

病気

障がい（脳卒中の後遺症など）

足腰などの痛み

トイレの心配（失禁など）

耳の障がい（聞こえの問題など）

目の障がい

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

無回答

一般高齢者（n=266）

要支援・要介護認定者（n=505）

（％）
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オ）外出を控えている理由（前回との比較） 

前回調査と比較すると，一般高齢者については，今回調査では「外での楽しみが

ない」が前回の第４位から第２位に上昇しています。要支援・要介護認定者につい

ては，前回調査では「病気」が第３位でしたが，今回調査では「交通手段がない」

が第３位となっています。 

 

■外出を控えている理由（前回との比較/複数回答） 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 

  

15.0

1.5

45.9

14.7

9.4

8.3

18.0

11.3

18.0

12.0

6.0

15.1

2.3

50.4

11.6

13.7

8.5

13.7

11.0

15.6

6.8

10.0

0.0 20.0 40.0 60.0

病気

障がい（脳卒中の後遺症など）

足腰などの痛み

トイレの心配（失禁など）

耳の障がい（聞こえの問題など）

目の障がい

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

無回答

今回調査/2017（H29）（n=266）

前回調査/2014（H26）（n=482）

（％）

18.4

11.1

62.6

31.7

16.0

10.9

13.3

4.0

26.5

11.5

2.2

23.1

10.7

64.0

30.4

14.5

11.4

12.4

3.5

19.2

14.3

1.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

病気

障がい（脳卒中の後遺症など）

足腰などの痛み

トイレの心配（失禁など）

耳の障がい（聞こえの問題など）

目の障がい

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

無回答

今回調査/2017（H29）（n=505）

前回調査/2014（H26）（n=428）

（％）
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（ⅲ）食べることについて 

口腔機能について前回調査と比較すると，一般高齢者，要支援認定者ともに大きな

変化はみられません。 

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたかの問については，要支援・要介

護認定者では「はい」の割合が今回調査では 64.7％となっており，4.2 ポイント増加

しています。 

 

■口腔機能について 

 

 

＜一般高齢者調査＞             ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

31.3

32.3

67.9

65.8

0.9

1.9

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

はい いいえ 無回答

（％）

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか。 

 

お茶や汁物等でむせることがありますか。 

 

口の渇きが気になりますか。 

 

64.7

60.5

33.7

34.5

1.6

5.0

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

25.9

24.6

73.1

73.7

1.0

1.7

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

（％）

54.6

52.9

44.0

41.9

1.4

1.7

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

30.7

29.0

68.0

68.6

1.3

2.4

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

（％）

55.5

53.0

41.5

39.8

3.0

7.2

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 
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（ⅳ）毎日の生活について 

ア）認知機能について 

認知機能についてたずねたところ，一般高齢者では『物忘れが多いと感じますか』

については全体の 42.9％が「はい」と回答しており，約４割の人が認知機能の低下

を感じています。 

要支援・要介護認定者では，『物忘れが多いと感じますか』，『今日が何月何日か

わからない時がありますか』については「はい」の割合が６割を超えています。ま

た，『自分で電話番号を調べて，電話をかけることをしていますか』については「い

いえ」が 51.1％と過半数を占めています。 

 

■認知機能について 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

42.9

91.1

23.5

55.4

8.1

75.3

1.8

0.8

1.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

物忘れが多いと感じますか

自分で電話番号を調べて、電話を

かけることをしていますか

今日が何月何日かわからない時

がありますか

（n=1,411）

はい いいえ 無回答

（％）

77.1

47.2

64.3

20.1

51.1

33.4

2.8

1.7

2.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

物忘れが多いと感じますか

自分で電話番号を調べて、電話を

かけることをしていますか

今日が何月何日かわからない時

がありますか

（n=703）

はい いいえ 無回答

（％）
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イ）ＩＡＤＬ（手段的日常生活動作）について 

ＩＡＤＬ（手段的日常生活動作）に関する項目についてたずねたところ，一般高

齢者では全ての設問で「できるし，している」が７割を超えています。 

要支援・要介護認定者では「できない」が約５割～７割を占め最も高く，中でも

『バスや電車を使って１人で外出していますか（自家用車でも可）』については「で

きない」が 72.3％と７割を超えています。 

 

■ＩＡＤＬについて 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

78.2

85.1

70.4

83.3

82.5

14.4

11.3

20.8

11.7

12.4

6.0

2.8

7.9

3.8

4.5

1.5

0.9

0.9

1.2

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

バスや電車を使って１人で外出していますか

（自家用車でも可）

自分で食品・日用品の買物をしていますか

自分で食事の用意をしていますか

自分で請求書の支払いをしていますか

自分で預貯金の出し入れをしていますか

（n=1,411）

できるし、している できるけどしていない

できない 無回答

（％）

12.4

24.3

24.8

32.9

29.2

12.2

15.9

13.9

13.1

13.9

72.3

57.6

58.6

51.9

54.6

3.1

2.1

2.7

2.1

2.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

バスや電車を使って１人で外出していますか

（自家用車でも可）

自分で食品・日用品の買物をしていますか

自分で食事の用意をしていますか

自分で請求書の支払いをしていますか

自分で預貯金の出し入れをしていますか

（n=703）

できるし、している できるけどしていない

できない 無回答

（％）
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ウ）社会的役割について 

社会的役割に関する項目についてたずねたところ，一般高齢者では『病人を見舞

うことができますか』で「はい」が 91.3％と大半を占めています。一方，『友人の

家を訪ねていますか』では，「いいえ」が 35.9％とやや高くなっています。 

要支援・要介護認定者では，全ての設問で「いいえ」が「はい」の割合を上回っ

ており，中でも『友人の家を訪ねていますか』では「いいえ」が 82.6％となってお

り，８割以上の人が友人の家を訪ねていないという結果となっています。 

 

■社会参加－社会的役割について 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

61.7

80.5

91.3

78.5

35.9

16.9

6.7

19.3

2.4

2.6

2.1

2.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

友人の家を訪ねていますか

家族や友人の相談にのっていますか

病人を見舞うことができますか

若い人に自分から話しかけることが

ありますか

（n=1,411）

はい いいえ 無回答

（％）

14.8

30.7

30.2

43.5

82.6

65.7

66.6

53.1

2.6

3.6

3.3

3.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

友人の家を訪ねていますか

家族や友人の相談にのっていますか

病人を見舞うことができますか

若い人に自分から話しかけることが

ありますか

（n=703）

はい いいえ 無回答

（％）
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エ）趣味・生きがいについて 

趣味・生きがいの有無について前回調査と比較すると，一般高齢者，要支援・要

介護認定者ともに趣味・生きがいが「思いつかない」が前回より増加しています。 

 

■趣味の有無について 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

■生きがいについて 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.6

36.4

60.6

58.8

6.8

4.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

趣味あり 思いつかない 無回答

（％）

71.1

78.5

24.4

19.6

4.5

1.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

趣味あり 思いつかない 無回答

（％）

27.3

43.1

65.6

46.5

7.1

10.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

生きがいあり 思いつかない 無回答

（％）

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

63.3

82.6

28.6

13.5

8.1

3.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

生きがいあり 思いつかない 無回答

（％）

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 
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（ⅴ）地域での活動について 

ア）社会参加の状況 

社会参加の頻度についてみると，一般高齢者では③趣味関係のグループや⑥町内

会・自治会に参加している人が多くなっています。 

要支援・要介護認定者では「参加していない」が約６割～７割を占めています。 

 

■社会参加の状況 

 

①ボランティアのグループ 

 

 

 

 
 

②スポーツ関係のグループ 

 

 

 

③趣味関係のグループ 

 

 

 

④学習・教養サークル 

 

 

 

⑤老人クラブ 

 

 

 

⑥町内会・自治会 

 

 

 
 

⑦収入のある仕事 

 

 

 

 

3.2 7.1 5.1 4.6 2.8 47.5 29.7

2.1 5.7 5.3 11.1 5.9 42.9 27.0

0.4

0.8

1.6

3.7 3.7 53.8 36.1

0.4

0.6

1.1

3.8 9.5 53.0 31.7

一般高齢者 

（n=1,411） 

0.5

0.7

1.1

9.9 31.4 30.3 26.1

0.8

1.8

1.2

4.1 7.4 51.1 33.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
（％）

11.9 4.0

1.3

1.8

2.4 47.6 31.0

一般高齢者 

（n=1,411） 

一般高齢者 

（n=1,411） 

一般高齢者 

（n=1,411） 

一般高齢者 

（n=1,411） 

一般高齢者 

（n=1,411） 

一般高齢者 

（n=1,411） 

0.1

1.0

0.1

0.3

0.6 71.0 26.9
要支援・要介護 

（n=703） 

0.3

1.0

0.7

0.3

0.1

70.6 27.0
要支援・要介護 

（n=703） 

0.7

0.9

1.7

1.8

1.8
67.3 25.7

要支援・要介護 

（n=703） 

0.4

0.1

0.9

1.3
68.8 28.4

要支援・要介護 

（n=703） 

0.3

1.0

0.6

0.9
6.3 65.6 25.5

要支援・要介護 

（n=703） 

0.1

0.4

0.1

1.1

8.7 64.4 25.0
要支援・要介護 

（n=703） 

0.3

0.1

0.1 71.0 28.4

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

要支援・要介護 

（n=703） 
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イ）地域づくりへの参加意向（参加者又は企画・運営として） 

地域づくり活動に参加者として参加してみたいかについてたずねたところ，一般高

齢者では「参加してもよい」が 50.7％と最も高く，「是非参加したい」と「参加しても

よい」を合計した『参加者として参加してもよい』の割合は 60.1％と約６割を占めて

います。要支援・要介護認定者では「参加したくない」が 65.4％を占め，『参加者とし

て参加してもよい』の割合は 25.9％となっています。 

また，企画・運営として参加してみたいかについては，一般高齢者では「参加したく

ない」が 59.9％と過半数を占めています。一方，「是非参加したい」と「参加してもよ

い」を合わせた『企画・運営として参加してもよい』の割合は 34.5％にとどまり，前

問の『参加者として参加してもよい』（60.1％）の割合に比べて 25.6 ポイント下回って

います。要支援・要介護認定者では「参加したくない」が 80.1％を占めています。 

 

■地域づくりへの参加意向（参加者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域づくりへの参加意向（企画・運営） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.4

2.6

50.7

23.3

35.2

65.4

4.7

8.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

一般高齢者（n=1,411）

要支援・要介護認定者

（n=703）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

（％）

3.0

1.1

31.5

9.1

59.9

80.1

5.6

9.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

一般高齢者（n=1,411）

要支援・要介護認定者

（n=703）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

（％）
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（ⅵ）たすけあいについて 

ア）地域の相談窓口の活用状況 

家族や友人・知人以外の相談相手についてたずねたところ，一般高齢者では「そ

のような人はいない」が 32.5％となっており，家族や友人以外の相談相手はいない

人が最も多くなっています。次いで相談相手としては，「医師・歯科医師・看護師」

（28.3％），「自治会・町内会・老人クラブ」（15.0％）などとなっています。 

要支援・要介護認定者では，「ケアマネジャー」が 54.8％と最も多く，その割合

は突出しています。次いで「医師・歯科医師・看護師」（25.2％）が続いています

が，「そのような人はいない」が 19.2％で第３位となっています。 

 

■何かあったときに家族や友人・知人以外で相談する相手（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15.0

13.2

2.9

28.3

9.4

8.0

32.5

11.6

6.3

8.8

54.8

25.2

13.7

4.8

19.2

8.4

0.0 20.0 40.0 60.0

自治会・町内会・老人クラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・

役所・役場

その他

そのような人はいない

無回答
一般高齢者（n=1,411）

要支援・要介護認定者（n=703）

（％）
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イ）地域の高齢者への手助けについて 

地域の高齢者への手助けに対する考えをたずねたところ，「手助けしたいが，余

裕がない」が 26.4％と最も高く，「できる範囲で手助けしたい」（24.6％），「手助け

したいが，どのようにすればよいかわからない」（15.9％）を合計すると 66.9％と

なり，６割以上の人が手助けしたい気持ちはあると回答しています。 

圏域別にみると，Ｃ圏域では「できる範囲で手助けしたい」が 29.2％と最も高く

なっていますが，その他の圏域では「手助けしたいが，余裕がない」が約３割を占

め，最も高くなっています。 

 

■地域の高齢者への手助けについて 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

24.6

26.5

18.5

29.2

22.1

26.0

15.9

13.2

14.7

18.5

19.1

14.6

26.4

27.4

31.3

19.5

28.5

28.0

12.4

12.6

11.3

11.0

13.6

14.2

6.2

4.8

10.9

5.2

6.4

3.9

2.6

4.2

1.9

3.2

0.9

2.0

5.2

6.1

5.7

3.6

4.3

5.9

6.7

5.2

5.7

9.7

5.1

5.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

一般高齢者

全体（n=1,411）

Ａ圏域（n=310）

Ｂ圏域（n=265）

Ｃ圏域（n=308）

Ｄ圏域（n=235）

Ｅ圏域（n=254）

できる範囲で手助けしたい

手助けしたいが、どのようにすればよいかわからない

手助けしたいが、余裕がない

近所の人に手助けするのは、おせっかいになってしまうので、気が引ける

手助けは、市町や社会福祉協議会などの公的機関がするものである

手助けはしたくない

その他

無回答

ｓ

ｓ

（％）
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（ⅶ）健康について 

ア）現在の健康状態について 

現在の健康状態について，「とてもよい（とても健康）」と「まあよい（まあまあ

健康）」を合わせた『よい』の割合を前回調査と比較すると，一般高齢者，要支援・

要介護認定者ともに健康状態が『よい』が前回に比べて増加傾向となっています。 

 

■現在の健康状態について 

 

 

 

 

＜一般高齢者調査＞              ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

イ）主観的幸福感について 

現在どの程度幸せかについて点数で評価したところ，一般高齢者では「８点」が

20.6％と最も高く，平均は 7.16 点となっています。要支援・要介護認定者では「５

点」が 29.4％と最も高くなっており，平均は 6.12 点となっています。 

 

■主観的幸福感について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.6

8.5

69.2

68.2

15.7

15.6

2.0

4.8

2.6

2.9

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

とてもよい（※前回「とても健康」） まあよい（※前回「まあまあ健康」）

あまりよくない（※前回「あまり健康でない」） よくない（※前回「健康でない」）

無回答

（％）

2.1

1.4

44.4

36.7

36.6

31.5

13.7

24.3

3.3

6.1

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

0.4 0.6 0.9 2.2 3.1

19.9

7.7

14.3

20.6

8.9

17.9

3.52.6
0.9

2.8
5.8

4.0

29.4

7.5
10.5

13.2

4.6

11.7

7.0

0.0

10.0

20.0

30.0

０
点

１
点

２
点

３
点

４
点

５
点

６
点

７
点

８
点

９
点

１
０
点

無
回
答

一般高齢者（n=1,411） 要支援・要介護認定者（n=703）

と
て
も
不
幸

と
て
も
幸
せ

一般高齢者 平均 7.16点

要支援・要介護認定者 平均 6.12点
（％）
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ウ）うつ傾向について 

この１か月間のうつ傾向についてたずねたところ，一般高齢者ではどちらの設問

に対しても「いいえ」との回答が多くなっていますが，『この１か月間，気分が沈

んだり，ゆううつな気持ちになったりすることがありましたか』については，「は

い」が 36.9％と３割を超えています。 

要支援・要介護認定者では『この１か月間，気分が沈んだり，ゆううつな気持ち

になったりすることがありましたか』，『この１か月間，どうしても物事に対して興

味がわかない，あるいは心から楽しめない感じがよくありましたか』のどちらにつ

いても「はい」が５割を超えており，半数以上の人が，気持ちが沈んだり，心から

楽しめない感じがあったと回答しています。 

 

■うつ傾向について 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜要支援・要介護認定者調査  

36.9

21.7

59.0

74.3

4.0

4.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

この１か月間、気分が沈んだり、ゆううつな

気持ちになったりすることがありましたか

この１か月間、どうしても物事に対して興味が

わかない、あるいは心から楽しめない感じが

よくありましたか

（n=1,411）

はい いいえ 無回答

（％）

56.0

52.6

37.7

40.5

6.3

6.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

この１か月間、気分が沈んだり、ゆううつな

気持ちになったりすることがありましたか

この１か月間、どうしても物事に対して興味が

わかない、あるいは心から楽しめない感じが

よくありましたか

（n=703）

はい いいえ 無回答

（％）



第２章 高齢者を取り巻く現状 

 

37 

 

エ）現在治療中，後遺症のある病気について 

現在治療中，または後遺症のある病気についてたずねたところ，一般高齢者では

「高血圧」（40.9％）が最も多く，次いで「目の病気」（16.3％），「糖尿病」（12.8％）

などとなっています。 

要支援・要介護認定者では同様に「高血圧」（44.0％）が最も多く，次いで「筋

骨格の病気（骨粗しょう症，関節症等）」（26.3％），「認知症（アルツハイマー病等）」

（23.9％）などとなっています。 

 

■現在治療中，後遺症のある病気（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.3

40.9

2.6

9.7

12.8

10.4

4.3

8.1

8.6

12.0

3.9

4.0

1.4

1.0

0.8

0.4

16.3

6.5

9.9

7.9

2.8

44.0

16.5

20.8

17.9

7.4

9.8

7.3

9.5

26.3

14.4

4.6

1.1

2.3

23.9

3.8

22.5

9.4

9.0

4.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

ない

高血圧

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

胃腸・肝臓・胆のうの病気

腎臓・前立腺の病気

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）

外傷（転倒・骨折等）

がん（悪性新生物）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

目の病気

耳の病気

その他

無回答

一般高齢者（n=1,411）

要支援・要介護認定者（n=703）

（％）
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（ⅷ）介護・福祉サービスについて 

ア）介護予防について 

介護予防事業の認知度について前回調査と比較すると，一般高齢者では「よく知

っていた」が 3.7 ポイント減少し，13.2％となっています。また，「知らなかった」

は 2.9 ポイント増加し，19.1％となっており，認知度はやや下がり気味の結果とな

っています。要支援・要介護認定者では「よく知っていた」は 4.0 ポイント増加，

また，「よく知っていた」と「聞いたことはあるが，内容はよくわからない」を合

わせた割合では，今回調査では 62.3％と前回（59.3％）よりも 3.0 ポイント増加し

ています。 

また，介護予防の取り組みを推進することについて前回調査と比較すると，一般

高齢者では概ね前回と同様の結果となっています。要支援・要介護認定者では「大

切だと思う」が 5.4 ポイント増加し，76.5％となっています。介護予防の取り組み

を推進することは，重要だと考える人が増えています。 

 

■介護予防事業の認知度 

 

 

＜一般高齢者調査＞              ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

■介護予防の取り組みについて 

 

 

＜一般高齢者調査＞              ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

13.2

16.9

61.6

61.0

19.1

16.2

6.2

6.0

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

よく知っていた 聞いたことはあるが、内容はよくわからない 知らなかった 無回答

（％）

18.1

14.1

44.2

45.2

30.3

28.8

7.4

12.0

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

79.7

78.8

1.6

1.6

12.5

14.4

6.1

5.2

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=1,411）

前回調査/H26

（n=2,397）

大切だと思う そうは思わない よくわからない 無回答

（％）

76.5

71.1

1.1

0.6

17.2

19.2

5.1

9.1

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=703）

前回調査/H26

（n=626）

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=703） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=626） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=1,411） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=2,397） 
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イ）将来の住まいと介護サービスについて 

将来の住まいと介護サービスの利用についてたずねたところ，一般高齢者では

「介護が必要になっても，できる限り，現在の住まいや地域に住み続けたい」が

37.6％と最も高くなっています。家族構成別にみると，夫婦２人暮らし（配偶者６

４歳以下）では 43.1％と４割を超えています。 

要支援・要介護認定者では「できる限り，現在の住まいや地域に住み続けたい」

が 68.7％と最も高くなっています。 

 

■将来の住まいと介護サービスの利用について 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

37.6

30.9

38.9

43.1

39.2

38.6

3.5

3.6

3.8

3.1

2.9

3.9

15.7

18.9

15.9

10.8

15.1

15.4

36.0

36.9

36.2

35.4

36.0

35.1

1.2

1.2

0.9

1.5

1.1

1.3

5.9

8.4

4.3

6.2

5.8

5.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

一般高齢者

全体（n=1,411）

１人暮らし（n=249）

夫婦２人暮らし（配偶者

６５歳以上）（n=553）

夫婦２人暮らし（配偶者

６４歳以下）（n=65）

息子・娘との２世帯

（n=278）

その他（n=228）

介護が必要になっても、できる限り、現在の住まいや地域に住み続けたい

ケア付き住宅（高齢者向けの各種サービスの利用が可能な住宅）に早めに住み替えたい

介護が必要になったときに、施設（特別養護老人ホーム）に入所したい

今のところよくわからない

その他

無回答

（％）

68.7

65.5

72.0

75.0

71.7

68.0

71.8

70.9

54.2

10.4

10.0

9.8

13.6

7.8

9.7

8.5

22.2

9.5

8.0

10.5

8.3

9.4

10.2

7.2

11.2

11.1

3.1

5.5

0.7

1.6

5.5

3.0

4.0

2.8

8.3

11.0

7.0

16.7

3.7

8.6

8.3

5.4

9.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

要支援・要介護認定者

全体（n=703）

１人暮らし（n=200）

夫婦２人暮らし（配偶者

６５歳以上）（n=143）

夫婦２人暮らし（配偶者

６４歳以下）（n=12）

息子・娘との２世帯

（n=191）

その他（n=128）

要支援１・２（n=362）

要介護１・２（n=223）

要介護３～５（n=72）

できる限り、現在の住まいや地域に住み続けたい 施設に入所したい よくわからない その他 無回答

家
族
構
成
別

認
定
状
況
別

（％）
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ウ）施設入所を希望する主な理由 

施設入所を希望する主な理由については，一般高齢者では「家族による介護が困難で

あるため」が 4.5 ポイント増加し、38.3％となっており、また、「施設入所の方が十分

なサービスが期待できるから」も若干増加しています。サービス面への期待や、家族に

よる介護の困難さを、施設入所の理由としてあげる人がやや増加傾向にあります。 

要支援・要介護認定者では、「緊急時の対応の面で安心だから」、「家族に迷惑をかけ

たくないから」の割合がやや増加し、一方で「家族による介護が困難であるため」が

17.4 ポイント大きく減少しています。 

 

■施設入所を希望する主な理由 

 

 

 

 

＜一般高齢者調査＞             ＜要支援・要介護認定者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ）高齢化社会において重要な施策について 

高齢化社会において重要な方策について，一般高齢者では，上位２位までに変動は

みられません。第３位については，前回は「地域医療の充実」でしたが，今回調査で

は「介護サービスの質の向上」となっています。介護サービスへのニーズが高まって

いる結果となっています。 

要支援・要介護認定者では，上位３位までの順位に変動はみられず，今回調査にお

いても，「健康づくりや介護予防」，「介護サービスの質の向上」，「介護サービス施設な

どの量的充実」の順となっています。 

 

 

  

11.0

11.9

23.3

18.6

30.1

47.5

24.7

20.3

4.1

1.7

6.8

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=73）

前回調査/H26

（n=59）

（％）

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=73） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=59） 

  今回調査 

  2017（H29） 

  （n=222） 

  前回調査 

  2014（H26） 

  （n=399） 

6.3

4.5

8.6

10.0

38.3

33.8

45.9

45.4

0.9

1.5

4.8

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

今回調査/H29

（n=222）

前回調査/H26

（n=399）

施設入所の方が十分なサービスが期待できるから 緊急時の対応の面で安心だから

家族による介護が困難であるため 家族に迷惑をかけたくないから

その他 無回答

（％）



第２章 高齢者を取り巻く現状 

 

41 

 

■高齢化社会において重要な施策について（複数回答） 

＜一般高齢者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 

  

58.5

15.9

31.8

26.4

26.0

24.0

17.4

13.7

10.8

4.9

4.3

22.5

6.9

54.3

16.7

30.7

21.4

25.4

28.0

11.6

15.0

9.1

6.2

4.5

17.6

9.9

0.0 20.0 40.0 60.0

健康づくりや介護予防

高齢者活躍の場の確保（活躍の場への誘導）

地域で支え合う体制の充実

介護サービスの質の向上

介護サービス施設などの量的充実

地域医療の充実

住宅や交通などの住環境の充実

災害時の援護体制の整備

交通安全の確保

犯罪被害の防止

高齢者虐待の防止

認知症高齢者対策の推進

無回答

今回調査/2017（H29）（n=1,411）

前回調査/2014（H26）（n=2,397）

（％）

42.0

11.0

21.3

39.8

32.1

22.5

12.8

11.0

6.8

2.1

4.4

29.0

12.4

39.6

10.9

17.4

35.6

32.6

21.9

9.9

13.4

5.8

4.2

3.4

28.9

16.3

0.0 20.0 40.0 60.0

健康づくりや介護予防

高齢者活躍の場の確保（活躍の場への誘導）

地域で支え合う体制の充実

介護サービスの質の向上

介護サービス施設などの量的充実

地域医療の充実

住宅や交通などの住環境の充実

災害時の援護体制の整備

交通安全の確保

犯罪被害の防止

高齢者虐待の防止

認知症高齢者対策の推進

無回答

今回調査/2017（H29）（n=703）

前回調査/2014（H26）（n=626）

（％）
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オ）外出する際に困ること 

外出する際，困ることをたずねたところ，一般高齢者では「公共交通機関が少な

い」が 35.2%と最も多く，次いで「道路などに階段や段差が多い」（23.0％），「交

通費が高い」（20.1％），「歩道がないところが多い」（18.2％），「公共交通機関の乗

り降りが難しい」（9.8％）などとなっています。 

要支援・要介護認定者では「道路などに階段や段差が多い」（43.0％）が最も多

く，次いで「公共交通機関の乗り降りが難しい」（29.6％），「公共交通機関が少な

い」（26.3％），「介助者がいない」（19.8％），「交通費が高い」（16.8％）などとなっ

ています。 

 

■外出する際に困ること（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.0

9.8

35.2

20.1

6.7

18.2

5.0

30.3

5.2

10.4

43.0

29.6

26.3

16.8

9.0

9.7

19.8

7.5

10.1

15.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

道路などに階段や段差が多い

公共交通機関の乗り降りが難しい

公共交通機関が少ない

交通費が高い

外出先で利用する建物の設備が不備

歩道がないところが多い

介助者がいない

特に困ることはない

その他

無回答

一般高齢者（n=1,411）

要支援・要介護認定者（n=703）

（％）
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（２）在宅介護実態調査について 

「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労継続」の実現に向けた介

護サービスの在り方の把握方法等を検討するために調査を実施しました。 

 

① 調査の概要 

調 査 対 象 
在宅で生活している要支援・要介護者のうち対象期間に「要支援・要介護

認定の更新申請・区分変更申請」をし，認定調査を受けたかた 274 人 

対 象 期 間 2017（平成 29）年２月～３月 

調 査 方 法 
認定調査員が，主として認定調査の概況調査の内容を質問しながら，本調

査の調査票に関連内容を転記する方法 

回 収 結 果 195 人（回収率 71.2％） 

 

② 調査の結果（主なものの抜粋） 

（ⅰ）主な介護者が不安に感じる介護 

今後の在宅生活の継続に向けて，主な介護者が不安に感じる介護は，「夜間の排泄」

（25.3％），「認知症状への対応」（23.6％），「外出の付き添い，送迎等」（21.8％），「入

浴・洗身」（19.0％），「屋内の移乗・移動」（16.7％），「食事の準備（調理等）」（16.7％），

「日中の排泄」（16.1％）などが多くなっています。 

 

■今後の在宅生活の継続に向けて，主な介護者が不安に感じる介護（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.3 

23.6 

21.8 

19.0 

16.7 

16.7 

16.1 

11.5 

11.5 

6.9 

6.3 

4.0 

3.4 

2.9 

6.9 

9.2 

10.9 

1.1 

0.0 10.0 20.0 30.0

夜間の排泄

認知症状への対応

外出の付き添い、送迎等

入浴・洗身

屋内の移乗・移動

食事の準備（調理等）

日中の排泄

服薬

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

食事の介助（食べる時）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

（％）

（n=174）
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訪問系を含むサービス利用をしている世帯は，訪問系のみ，通所系・短期系のみの

世帯に比べて「日中の排泄」，「夜間の排泄」，「入浴・洗身」，「服薬」，「認知症状への

対応」への不安が小さくなっています。 

 

■サービス利用の組み合わせ別・今後の在宅生活の継続に向けて，主な介護者が不安に感じ

る介護（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.7 

26.7 

13.3 

13.3 

0.0 

0.0 

6.7 

6.7 

13.3 

26.7 

0.0 

6.7 

13.3 

13.3 

0.0 

0.0 

20.0 

12.0

24.0

12.0

8.0

4.0

0.0

12.0

20.0

4.0

12.0

4.0

8.0

12.0

4.0

12.0

12.0

20.0

20.0

29.0

7.0

20.0

5.0

5.0

21.0

23.0

13.0

28.0

3.0

15.0

10.0

6.0

7.0

9.0

7.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

訪問系のみ（n=15）

訪問系含む（n=25）

通所系・短期系のみ（n=100)

（％）
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認知症自立度Ⅲ以上では，特に「日中の排泄」，「夜間の排泄」と「認知症状への対

応」について，主な介護者の不安が大きい傾向がみられました。 

 

■認知症自立度別・今後の在宅生活の継続に向けて，主な介護者が不安に感じる介護 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.0 

19.4 

6.5 

21.3 

0.9 

1.9 

18.5 

24.1 

8.3 

10.2 

3.7 

13.0 

14.8 

5.6 

6.5 

13.0 

16.7 

21.2

34.6

5.8

15.4

11.5

7.7

13.5

15.4

21.2

44.2

1.9

23.1

3.8

9.6

7.7

3.8

1.9

44.4

55.6

22.2

11.1

0.0

0.0

11.1

22.2

0.0

66.7

0.0

11.1

11.1

0.0

11.1

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

自立＋Ⅰ(n=108)

Ⅱ(n=52)

Ⅲ以上(n=9)

（％）
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（ⅱ）保険外の支援・サービスの利用状況および在宅生活継続のために充実が必要な支

援・サービス 

保険外の支援・サービスを「利用していない」人が 73.8％を占めており，利用して

いる人は「配食」が 8.2％と最も多くなっています。 

在宅生活継続のために充実が必要な支援・サービスは，「外出同行（通院，買い物

など）」（14.4％），「配食」（13.3％），「見守り，声かけ」（12.3％），「掃除・洗濯」（11.8％），

「買い物（宅配は含まない）」（10.8％），「調理」（10.3％），「移送サービス（介護・

福祉タクシー等）」（9.7％），「ゴミ出し」（8.7％）がいずれも１割前後となっています。 

 

■保険外の支援・サービスの利用状況（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.2 

2.1 

2.1 

1.5 

1.5 

1.0 

1.0 

0.5 

0.5 

4.1 

73.8 

8.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

配食

掃除・洗濯

外出同行（通院、買い物など）

ゴミ出し

見守り、声かけ

買い物（宅配は含まない）

サロンなどの定期的な通いの場

調理

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

その他

利用していない

無回答

（％）
（n=195）

14.4 

13.3 

12.3 

11.8 

10.8 

10.3 

9.7 

8.7 

3.6 

3.6 

44.1 

5.6 

0.0 20.0 40.0 60.0

外出同行（通院、買い物など）

配食

見守り、声かけ

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

調理

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

ゴミ出し

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

（％）
（n=195）
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（ⅲ）介護のための離職の有無 

介護のために家族・親族が離職した割合は 4.0％であり，「介護のために仕事を辞め

た家族・親族はいない」が 85.1％を占めています。 

 

■介護のための離職の有無（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

85.1 

2.3 

1.1 

0.6 

0.0 

0.6 

10.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた

（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が転職した

わからない

無回答

（％）（n=195）
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第３章 本計画の基本理念および基本方針等 
 

１ 基本方針等 

団塊の世代が 65 歳に達し，今後一層の高齢化が進む中，ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦

世帯，要支援・要介護認定者，認知症高齢者などが増加することが予測され，高齢者を取り

巻く社会環境はより一層大きく変化するものと考えられます。そのため，たとえ介護が必要

になっても住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを続けることができるように，医

療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの深化・推

進が重要となってきます。 

一方，「地域共生社会」の実現に向けて，「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険

法等の一部を改正する法律」により社会福祉法が改正され，地域住民と行政などが共働し，

公的な体制による支援とあいまって，地域や個人が抱える生活課題を解決していくことがで

きるよう，「我が事・丸ごと」の包括的な支援体制を整備することが市町村に求められていま

す。 

第６期計画においては，2035 年までの長期的視点に立ち，基本理念として「誰もが安心し

て いきいきと暮らせる 地域づくり」の実現を掲げ，地域がともに支え合い，ともに幸せ

に生きることができる，坂出市らしい地域包括ケアシステムの構築をめざしてきました。こ

の基本理念および基本方針は「地域共生社会」の考え方を踏まえたものであり，本計画は，

第６期計画の延長線上に位置づけられることから，第７期計画においても基本理念を継承す

るものとします。 

 

◆◇基本理念◆◇ 

 

 
 
 

◆◇基本方針◆◇ 

 

 

 

 
 
 

  

誰もが安心して いきいきと暮らせる 地域づくり 

 

 深刻な高齢化が進むこれからの地域社会において，長期的視点に立ち，多様化する高齢

者の生活ニーズに対応できるよう，本市の地域特性を踏まえ，地域の力を引き出しながら，

医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体的に提供し，住み慣れた地域での生活を支援

していく仕組みづくりを推進します。 

 

2035 年を見据えた仕組みづくり 
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◆◇基本目標◆◇ 

 

 

高齢社会にあっても，住み慣れた地域で，個人としての自立と尊厳を大切にし，生涯にわ

たりいきいきと健やかに暮らせるように，高齢者を含め，若いうちからの生活習慣病予防，

健康づくりの強化等に取り組みます。 

また，高齢者に限らず，子ども，障がい者など全ての市民が地域，暮らし，生きがいをと

もに創り，高め合うことができる「地域共生社会」を実現するため，地域のあらゆる住民が

役割を持ち，支え合いながら，自分らしく活躍できる健やかに幸せなまちづくりをめざしま

す。 

 

 

 

高齢者は，健康状態，家族構成，住居等が個々の状況に応じて多様であることから，高齢

者像を一律に捉えることはできません。高齢期は介護を必要とする人がいる一方で，趣味や

社会活動への参加など，自らの価値観にしたがって能動的・主体的な生活を送ることができ

る時期でもあります。 

このような状況に対応するためには，高齢者自らが健康な状態を認識し，要介護状態にな

ることを予防する取り組みを進めることができるよう支援をしていく必要があります。また，

長年培った知識や経験など自身の持てる力を最大限活かし，高齢者自らが介護予防に向けた

活動の担い手となることで，高齢者の社会参加や生きがいづくりにつながり，住み慣れた地

域で楽しく豊かに暮らし続けることができるよう施策の展開を図ります。 

 

 

 

高齢者が要介護状態になっても可能な限り住み慣れた地域において継続して生活ができる

よう，各種の支援やサービスの適正な運営，充実に取り組むことが大切です。 

そのため，居宅サービス・施設サービス・地域密着型サービス等，介護保険におけるサー

ビスの基盤整備を図るとともに，介護予防の普及啓発に取り組むほか，生きがいや役割を持

って通える場が充実するよう地域活動を支援することにより，高齢者の自立した社会参加を

促進し，要介護状態となることの予防，要介護状態の軽減および重度化防止を図ります。 

また，地域の担い手による多様な生活支援サービスの体制を充実させていくとともに，地

域ネットワークの構築を図ることにより，日常生活上の支援が必要な高齢者が自立した在宅

生活を送ることができるよう支援するなど，思いやりのある生活支援体制づくりをめざしま

す。 

 

  

健やかに 幸せな まちづくり 

 

楽しく 豊かな 生きがいづくり 

 

思いやりのある 生活支援体制づくり 
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２ 施策の体系 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆健やかに 幸せな まちづくり 

☆楽しく 豊かな 生きがいづくり 

☆思いやりのある 生活支援体制づくり 

2035年を見据えた仕組みづくり 

誰もが安心して いきいきと暮らせる 地域づくり 

・居宅サービス 

・施設サービス 

・地域密着型サービス 

・介護サービス基盤整備 

・持続可能な介護保険制度の運営 

・認知症対策の推進 

 

基本方針 

基本理念 

1．自立支援・重度化防止の推進 ２．高齢者の生活を支える体制の充実 

３．認知症高齢者支援策の充実 ４．介護支援の推進 

具体項目・推進施策 

・介護予防の総合的な推進 

・地域包括支援センターの機能強化 

・地域ケア会議と適切なケアマネジメント 

の推進 

・生涯現役の推進 

・地域住民による自主活動の充実 

・在宅生活支援の充実 

・高齢者虐待の防止と権利擁護 

・住み慣れた地域で安心して生活する 

ための環境づくり 

・在宅医療・介護連携の推進 

基本目標 

住民みんなが「とても幸せ（10点）」なまちへ 

平成 28 年度ニーズ調査より「主観的幸福感（とても幸せ：10 点、とても不幸：0 点）」 

 一般高齢者 平均 7.16 点、要支援・要介護認定者 平均 6.12 点 

       よ 

目指す姿 
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３ 将来推計等 

（１）人口推計 

① 総人口および年齢３区分別人口の推計 

総人口は，2018（平成 30）年推計の 53,325 人から 2020 年には 52,111 人と 1,214 人

減少，2025 年には 48,815 人と 4,510 人減少すると予測されます。年齢３区分別では，

65 歳以上，15～64 歳，0～14 歳のいずれも 2018（平成 30）年以降は減少すると予測さ

れており，2020 年では 65 歳以上は 18,104 人，15～64 歳は 28,089 人，0～14 歳は 5,918

人，2025 年では 65 歳以上は 17,316 人，15～64 歳は 26,269 人，0～14 歳は 5,230 人と

予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推計にあたっては，2013（平成 25）～2017（平成 29）年（各年 10 月１日現在）の住民基本台帳の人口により，

コーホート要因法を用いて算出したものを採用 

 

  

18,310 18,199 18,104 18,008 17,870 17,736 17,583 17,316 16,059 14,986

28,843 28,467 28,089 27,665 27,300 26,909 26,536 26,269
24,703

22,765

6,172 6,065 5,918 5,805 5,660 5,517 5,371 5,230

4,571

4,060

34.3% 34.5% 34.7% 35.0% 35.2% 35.4% 35.5% 35.5% 35.4% 35.8%

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2018

（平成30）年

推計

2019

（平成31）年

推計

2020年

推計

2021年

推計

2022年

推計

2023年

推計

2024年

推計

2025年

推計

2030年

推計

2035年

推計

（人）

65歳以上 15～64歳 0～14歳 高齢化率

53,325 52,731 52,111 51,478 50,830 50,162 49,490

第７期計画期間

48,815

41,811

45,333

（％）
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② 65 歳以上人口の推計 

前期・後期高齢者人口の推計は，前期高齢者人口が減少し，後期高齢者人口が増加す

る傾向が続くと予測されます。2025 年には，高齢者人口は 17,316 人と現在より少なく

なりますが，後期高齢者人口は 10,807 人，高齢者人口に占める後期高齢者人口の割合は

62.4％と大きく増加すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推計にあたっては，2013（平成 25）～2017（平成 29）年（各年 10 月１日現在）の住民基本台帳の人口により，

コーホート要因法を用いて算出したものを採用 

 

③ 認知症高齢者数の推定値 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査から，認知症または認知症のおそれのある高齢者

の推定結果は 5,731 人と推定され，65 歳以上の約 3 人に 1 人の割合となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果を参考にし，未回答群も回答群と同じ程度 

のＣＰＳ（認知機能障害の程度）であろうという前提での推定値 

※実際の人口値（住民基本台帳）を参考にして算出 

異常なし 68.5％ 

境界域 13.8％ 

軽度 8.7％ 

中等度 5.0％ 

重度 4.0％ 
認知症または 

そのおそれのある高齢者 

5,731 人 

3,424 3,478 3,503 3,591 3,645 3,604 3,520 3,456 3,584 4,308

6,006 6,091 6,033 5,855 6,189 6,669 7,125 7,351 6,857 5,216

8,880 8,630 8,568 8,562 8,036 7,463 6,938 6,509
5,618

5,462

51.5% 52.6% 52.7% 52.5%
55.0%

57.9%
60.5%

62.4%
65.0% 63.6%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2018

（平成30）年

推計

2019

（平成31）年

推計

2020年

推計

2021年

推計

2022年

推計

2023年

推計

2024年

推計

2025年

推計

2030年

推計

2035年

推計

（人）

85歳以上 75～84歳 65～74歳 後期高齢者割合

第７期計画期間

（％）



第３章 本計画の基本理念および基本方針等 

 

53 

 

（２）要支援・要介護認定者数の推計 

要支援・要介護認定者数の推計では，2020 年度時点に合計が 3,681 人，2025 年度時点

に合計が 3,949 人と見込まれます。要介護度別では，要支援１や要支援２が特に増加する

と予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※認定者数は，第 1号被保険者と第 2号被保険者の総数とし，認定率には第 2号被保険者は含まない 

※推計は，地域包括ケア「見える化」システムの自然体推計の手法により独自に試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  
※推計は，地域包括ケア「見える化」システムの自然体推計の手法により独自に試算 

（単位：人）

2018

（H30）

年度推計

2018

（H31）

年度推計

2020年度

推計

2021年度

推計

2022年度

推計

2023年度

推計

2024年度

推計

2025年度

推計

2030年度

推計

2035年度

推計

要支援１ 771 794 811 822 837 850 861 867 906 878

要支援２ 718 787 848 866 892 919 941 949 1,073 1,033

要介護１ 662 670 662 663 677 683 677 666 629 653

要介護２ 423 427 431 435 443 456 462 468 456 454

要介護３ 383 401 420 428 445 469 480 494 516 540

要介護４ 282 263 240 238 240 241 239 245 261 258

要介護５ 220 217 216 219 217 208 203 212 216 242

小計 3,459 3,559 3,628 3,671 3,751 3,826 3,863 3,901 4,057 4,058

要支援１ 10 10 10 10 9 9 9 9 9 8

要支援２ 9 9 9 9 9 8 8 8 8 7

要介護１ 6 6 6 6 6 6 6 5 5 5

要介護２ 12 12 12 11 11 11 11 11 10 10

要介護３ 7 7 7 7 7 7 6 6 6 6

要介護４ 4 4 4 4 4 4 4 4 3 3

要介護５ 5 5 5 5 5 5 5 5 4 4

小計 53 53 53 52 51 50 49 48 45 43

3,512 3,612 3,681 3,723 3,802 3,876 3,912 3,949 4,102 4,101

第
１
号
被
保
険
者

第
２
号
被
保
険
者

合計

781 804 821 832 846 859 870 876 915 886

727 796 857 875 901 927 949 957 1,081 1,040

668 676 668 669 683 689 683 671
634 658

435 439 443 446 454 467 473 479
466 464390

408 427 435 452 476 486 500
522 546

286
267 244 242 244 245 243 249

264 261

225 222 221 224 222 213 208 217
220 246

18.9%
19.6% 20.0% 20.4%

21.0% 21.6%
22.0%

22.5%

25.3%

27.1%

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2018(H30）

年度推計

2019（H31）

年度推計

2020年度

推計

2021年度

推計

2022年度

推計

2023年度

推計

2024年度

推計

2025年度

推計

2030年度

推計

2035年度

推計

（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 第１号被保険者の認定率

第７期計画期間

3,512 3,612 3,681 3,723 3,802 3,876 3,949
4,102 4,101

3,912

（％）
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第４章 計画の推進体制 
 

１ 全庁的な取り組み 

本計画の推進にあたっては，保健・医療・福祉・介護など，高齢者に関わる問題を担当す

る関係各課が連携し，支援を必要としている高齢者を早期に把握し，個々のニーズに対応し

たサービスの提供に努めます。 

また，市民および各種団体，保健・医療・福祉・介護の各分野の関係機関等との緊密な協

力・連携を図る中で，本計画の円滑かつ効果的な推進に努めます。 

 

２ 広報体制の充実 

介護保険サービス，健康づくりおよび介護予防に関する保健事業，福祉事業，地域福祉活

動等さまざまなサービスや制度を含めた情報について，広報誌，パンフレット，ホームペー

ジ等の多様な媒体や各種事業を通した広報活動を行い，市民への周知を図っていきます。介

護保険の実施状況については，地域包括ケア「見える化」システムを効果的に活用して，積

極的に情報提供を行います。 

また，広報活動にあたっては，拡大文字や図などを用いて，可能な限り分かりやすい資料

の作成等を通じて，障がいのあるかたなどにも配慮した情報提供・周知に努めます。 

 

３ ＰＤＣＡサイクルを通じた地域マネジメントの推進 

地域包括ケアシステムの深化・推進および介護保険制度の持続可能性の確保のためには，

保険者である本市による地域課題の分析と対応が必要であり，保険者機能を抜本的に強化し

ていく必要があることから，目標達成に向けた活動を継続的に改善する取り組みである「地

域マネジメント」を推進していく必要があります。具体的には，①地域包括ケア「見える化」

システムなどを活用し，地域の実態把握・課題分析を行い，②実態把握・課題分析を踏まえ，

地域における共通の目標を設定し，関係者間で共有するとともに，その達成に向けた具体的

な計画を作成し，③この計画に基づき，地域の介護資源の発掘や基盤整備，多職種連携の推

進，効率的なサービス提供も含め，自立支援や介護予防に向けたさまざまな取り組みを推進

して，④これらの取り組みの実績を評価した上で，計画について必要な見直しを行う，とい

うＰＤＣＡサイクルを繰り返し行うことが重要です。 

このため，実態や課題を踏まえて，本計画の最終年度である 2020 年度における目標を設定

し，関係者間で共有しつつ，目標の達成状況について，「坂出市介護保険事業計画運営推進委

員会」等を通じて分析，評価，公表を行います。 
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第５章 施策の推進 
 

１ 自立支援・重度化防止の推進 

  高齢化が進展する中，地域包括ケアシステムを推進するとともに，持続可能な介護サー 

ビス制度を維持するためには，地域の課題を分析し，高齢者がその有する能力に応じた自 

立した生活を送ることができる取り組みを進めることが重要です。 

  本市においては，県および他市に比べ，認定者の中でも要支援１の割合が最も高く，認 

定率も県を下回っていますが，今後も，さらなる高齢者の自立支援・重度化防止の推進の 

ため，以下の４項目について取り組みを強化していきます。 

（１）介護予防の総合的な推進 

ニーズ調査によると，介護・介助が必要となった主な原因，運動器の機能，転倒経験の

有無，外出頻度，外出を控えている原因などの状況から，運動機能の低下がみられる高齢

者が多くいます。 

そこで，運動器の機能向上や転倒予防など介護予防に向けた取り組みをリハビリ専門職

等と連携し，高齢者が身近なところで介護予防に取り組めるよう，住民主体の体操・運動

等の通いの場を充実させるとともに，高齢者自らが介護予防に向けた活動の担い手となり，

社会参加の促進を促す機会づくりに努めます。 

また，介護予防は，生活機能の低下がみられる高齢者だけでなく，地域で暮らすすべて

の高齢者が，年齢を重ねても住み慣れた地域で自分らしい生活を送ることができるように

するための取り組みです。そのためには，閉じこもりを予防し，活動的な状態を維持する

ための活動や，社会への参加といった要素にバランスよく働きかけ，それによって個々の

生きがいや自己実現など生活の質の向上をめざす必要があります。 

  

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅰ）（ⅱ）  頁 19～25 

 

 

 

 

事 業 

新規 
○住民主体の通いの場への専門職支援 

（医師，歯科医師，薬剤師，リハビリ専門職など） 

拡充 

○実情に応じた介護予防・生活支援サービスの推進 

○一般介護予防事業の推進 

◆転倒予防に重点をおいたはつらつ教室 

◆閉じこもり予防や生きがいづくりに重点をおいたアンチエイジング教室 

◆認知症予防に重点をおいたミュージック・ヒーリングやコグニサイズ教室 

目標：介護予防・日常生活支援総合事業の充実 
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事業 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

一般介護予防事業参加人数（延べ） 8,907 人 10,000 人 

 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅱ）イ  頁 23  

 

ニーズ調査結果 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

過去 1 年間に転んだ経験がある割合 

（一般高齢者） 
31.7％ 10.0％ 

過去 1 年間に転んだ経験がある割合 

（要支援・要介護認定者） 
67.0％ 40.0％ 

転倒に対する不安が大きい割合 

（一般高齢者） 
46.8％ 40.0％ 

転倒に対する不安が大きい割合 

（要支援・要介護認定者） 
91.7％ 80.0％ 

 

 

 

 

事 業 

新規 
○リハビリ専門職によるオリジナル介護予防体操の作成・普及 

○転倒予防月間の新設 

拡充 

○住民や事業者など地域全体への自立支援，介護予防に関する普及啓発 

○介護予防サポーターの養成など地域での担い手づくり 

○介護予防サポーターなどの活動の場づくり 

継続 ○「さかいで介護の日」等のイベントでの周知 

 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅷ）ア  頁 38  

 

ニーズ調査結果 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

介護予防事業の認知度 

（一般高齢者） 
13.2％ 30.0％ 

介護予防事業の認知度 

（要支援・要介護者） 
18.1％ 30.0％ 

介護予防の取り組みについて「大切だと思

う」割合   （一般高齢者） 
79.7％ 90.0％ 

目標：自立支援・介護予防の普及 
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介護予防の取り組みについて「大切だと思

う」割合   （要支援・要介護者） 
76.5％ 90.0％ 

 

事業等 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

介護予防サポーター養成者 
登録者数 60 人 

活動者数 34 人 

登録者数 80 人 

活動者数 50 人 

（２）地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターは，行政機能の一部として地域の最前線に立ち，地域包括ケアシ

ステムにおける中核的役割を担う機関として期待されることから，複合的な機能強化が必

要となってきます。 

「在宅医療・介護連携推進事業」，「生活支援体制整備事業」，「認知症総合支援事業」，「地

域ケア会議推進事業」の包括的支援事業を推進し，さらに地域包括ケアシステムの深化・

推進を図っていくためには，地域包括支援センターがこれらの事業の中核となり，関係機

関が連携して取り組んでいくことが重要です。 

そのため，地域包括支援センターが，これらの役割を適切に担うことができるよう機能

強化に努めます。 

 

 

 

 

事 業 

新規 

○地域包括支援センターの職員が各地区に出向き，高齢者に関するさまざまな 

 相談に応じ，適切な支援につなげる「出前包括」の新設 

○ダブルケア（介護と育児を同時に担う）に関する支援 

拡充 

○高齢化の進展に伴う相談，支援等の増加に対応するため，専門職の人員補強に 

による地域包括支援センターの体制強化 

○地域包括支援センター運営協議会での議論を踏まえた事業内容・運営状況に  

関する情報公開 

継続 
○高齢者等の介護，福祉，保健，医療等に関する相談窓口としての総合相談 

支援事業および専門職によるチーム支援の実施 

 

 

 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅵ）ア 頁 33  

 

目標：困ったときに気軽に相談することができる体制づくり 
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ニーズ調査結果 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

地域の相談窓口として地域包括支援センタ

ーを活用 （一般高齢者） 
9.4％ 15％ 

 

 

事業名 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

「出前包括」（新規事業） － 12 回 

（３）地域ケア会議と適切なケアマネジメントの推進 

高齢者が安心して住み慣れた地域で生活を送るためには，公的なサービスの提供だけで

はなく，地域における関係機関や支援者とのネットワークを構築するとともに，本人やそ

の家族からのさまざまな相談・情報提供を行うなかで，必要な支援やサービスにつなげて

いくことが重要です。 

そこで，地域包括ケアの中核的役割を果たす地域包括支援センターの機能強化を進める

とともに，地域課題やニーズを把握し，高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社

会基盤の整備を進めるため，多職種連携による地域ケア会議の充実を図ります。 

また，高齢者からのあらゆる相談を受け止め，適切な機関やサービスにつなげるととも

に，高齢者の自立支援および重度化防止に資するケアマネジメントについて理解を深める

ための研修を行うなどケアマネジメント機能の充実を図ります。 

 

 

 

 

事 業 

拡充 
○自立支援に向けた多職種連携による新規ケアプランの検討 

（地域ケア個別会議） 

継続 ○地域ニーズを把握し政策形成につなげるための地域ケア会議の開催 

 

事業名 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

新規ケアプラン検討のための地域ケア個別

会議 
月 1 回開催 月 2 回開催 

地域ケア会議 年 5 回開催 年 6 回開催 

 

目標：地域ケア会議における多職種連携による取り組みの充実 
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事 業 

拡充 

○居宅介護支援事業者連絡会において，認定者への自立支援および重度化防止 

に資するための研修の充実 

○居宅介護支援事業者連絡会において，医療機関等や地域の各種団体との意見交 

換会の開催 

継続 ○困難事例の検討のためのケース会議の開催 

（４）生涯現役の推進 

ニーズ調査によると，現在治療中，後遺症のある病気として，高血圧，糖尿病などの生

活習慣病の割合が高くなっており，介護・介助が必要となった原因でも糖尿病の増加率が

高くなっております。高齢期における健康は，日々の食生活や運動，休養等の生活習慣に

大きく影響されるため，個々に応じた適正な生活習慣を若い時期から身につけることが大

切です。 

本市では，「お互いに支え合う笑顔のまち」の実現をめざして，「坂出市健康増進計画お

よび第２次坂出市食育推進計画」を策定し，取り組みを進めています。高齢者がいつまで

も健康で元気に暮らせることは，高齢者本人，そして家族の願いであり，高齢者の健康寿

命の延伸，生活の質の向上が重要と考えられます。 

また，高齢者は支えられる側という画一的な視点ではなく，他の世代とともに地域を支

えていくという視点に立ち，社会参加と活躍が期待されていますが，ニーズ調査によると，

社会参加の機会が少なくなっていたり，趣味や生きがいが「思いつかない」という高齢者

が多くいます。 

このため，生涯学習やスポーツ活動などの高齢者自らが活動できる場の提供や，地域活

動がしやすい機会の提供など，社会参加や生涯学習，趣味・生きがい活動を通じ，健康づ

くり・介護予防に繋がるよう支援します。 

≪けんこう課，ふくし課，生涯学習課，かいご課≫ 
 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅰ）イ（ⅳ）エ（ⅴ）ア（ⅶ）エ 頁 20,30,31,37  

 

 

 

 

事 業 

目標：包括的･継続的なケアマネジメント事業の推進 

目標：健康づくりの推進 
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継続 

○循環器疾患や糖尿病の予防のための生活習慣病改善についての普及啓発 

○特定健康診査の受診勧奨 

○家庭訪問，健康相談，健康教育などきめ細やかな保健指導の実施 

○適切な食事，適度な運動，禁煙などの生活習慣の改善の促進 

 

事業名 現 状 
目 標 

（2024 年度） 

特定健康診査・保健指導の実施率 

（第 2 次坂出市健康増進計画） 

特定健康診査

34.5％ 

特定保健指導 

12.7％ 

特定健康診査

80.0％ 

特定保健指導 

60.0％ 

メタボリックシンドロームの該当者および

予備軍の割合 

（第 2 次坂出市健康増進計画） 

男性 53.4％ 

女性 18.6％ 

男性 28.7％ 

女性 10.6％ 

 

 

 

 

事 業 

拡充 ○ラジオ体操普及活動 

継続 

○生涯楽習フェスタにおける各種団体の参加者増 

○ペタンク,グラウンドゴルフ等スポーツ大会の実施 

○シニア体力測定の実施 

○高齢者の生きがいづくりのための各種講演会（老人大学等） 

 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅳ）  頁 30  

 

ニーズ調査結果 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

趣味ありとの回答（一般高齢者） 71.1％ 80.0％ 

生きがいありとの回答（一般高齢者） 63.3％ 70.0％ 

 

 

 

 
目標：高齢者の多様な活動の推進 

目標：生涯学習やスポーツ活動を通じての生きがいづくりの推進 
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事 業 

新規 ○通いの場への多職種による協力支援メニュー表の提供 

拡充 ○住民主体の通いの場設置のための支援 

継続 ○シルバー人材センターの活動の充実および会員増に向けての広報活動 

 

事業名 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

多職種による協力支援メニュー活用数 － 20 回 

住民主体の通いの場設置数 14 箇所 
26 箇所 

（新設 12 個所） 

住民主体の通いの場への高齢者の参加率   

 

２ 高齢者の生活を支える体制の充実 

高齢者が住みなれた地域で安心して生活し続けていくためには，高齢者自身が介護予防

に努めるとともに，社会参加を進めていくことが重要です。 

また，住民による自主活動の充実においては，各種活動を展開している自治会・地区社

協・民生児童委員・老人クラブ・婦人会等の地域内での連携体制の充実も必要であり，高

齢者を支援や見守りの対象とするだけでなく，地域で元気高齢者の力を発揮できる場所や

機会の確保も求められています。 

これら住民・地域，各段階にスポットを当てた各種支援を実施していくことで，高齢者

の生活を支える体制の充実を図ります。 

具体的には，以下の 6 項目についての取り組みを進めます。 

 

（１）地域住民による自主活動の充実 

ニーズ調査によると，趣味やボランティア活動などの自主活動への参加率は高いとはい

えません。一方で，健康づくり活動や趣味等のグループ活動に「参加者」として参加意向

がある割合は約６割，「企画・運営」として参加意向がある割合は約３割であり，地域づく

り活動に主体的に参加したいと考える高齢者の潜在的なニーズは高いと考えられます。ま

た，何らかの支援を必要としている一人暮らし高齢者などに「できる範囲で手助けしたい」

又は「手助けしたいが，どのようにすればよいかわからない」という高齢者は約４割とな

っており，同様に担い手としての活動希望は高いものがあります。 

このため，サロンの開催や健康づくり活動，見守りなどの住民の自主的な活動を通じて，
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地域の支え合い活動を促進するとともに，社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや

介護予防につながることから，高齢者が担い手としても活動していくことを促進していき

ます。 

また，住民主体の活動の充実を通じて，支援の対象と担い手を高齢者に限ることなく，

障がい者や子ども，子育て世代へと広げ，「地域共生社会」の実現へとつないでいくために，

関係部署との連携を図ります。 

≪ふくし課，学校教育課，かいご課≫ 

 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅴ）ア イ（ⅵ）イ 頁 31,32,34  

 

 

 

事 業 

拡充 
○老人クラブ等内の活動の多様化 

○老人クラブ等への参加促進 

継続 

○坂出市社会福祉協議会が推進している仲間づくり活動との連携・支援 

○小・中学生による福祉施設への訪問や運動会等における高齢者との交流活動等 

の開催 

○小学生等によるひとり暮らし高齢者宅への配食サービス，手紙の配達 

○民生委員・児童委員や関係機関団体との連携 

 

 

 

 

 

事 業 

新規 ○「我が事・丸ごと」の包括的な支援体制の整備 

拡充 

○見守り活動，ボランティア活動を実施している各団体のネットワーク化を通 

じた連携体制の構築，活動ノウハウの共有 

○坂出市社会福祉協議会ふれあいサービスとの連携，協力会員登録のための支援

を通じた担い手の確保，潜在的担い手の発掘 

継続 

○地区社協や NPO 法人による配食サービス，声かけ・見守り活動，いきいきサ

ロン，居場所づくり等の活動への支援 

○民生委員・児童委員による援護を必要とする住民への見守りや声かけと相談支

援活動の推進 
 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅴ）ア 頁 31 

 

目標：地域住民がお互いに助け合い，支え合う体制づくり 

（地域共生社会の実現） 

目標：地域住民同士の交流の推進 
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ニーズ調査結果 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

ボランティアへの参加（一般高齢者） 15.3％ 17.0％ 
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（２）在宅生活支援の充実 

ひとり暮らし高齢者世帯等が増加する中で，在宅生活を継続するための日常的な生活支

援を必要とするかたも増加しています。ニーズ調査によると，要支援・要介護認定者だけ

でなく，一般高齢者でも，１人での外出や買い物，預貯金の出し入れなど，基本的な日常

生活に支援を要する場合があります。また，「施設に入所したい」と回答した理由は「家族

に迷惑をかけたくないから」や「家族による介護が困難であるから」などどなっており，

在宅生活に対する不安が施設入所希望の根底にあると考えられます。 

また，在宅介護実態調査によると，在宅生活の継続に向けて，主な介護者が特に不安に

感じる介護は「外出の付き添い・送迎等」，「認知症状への対応」などですが，訪問系のサ

ービスを組み合わせることで介護者の不安も軽減しています。 

一方，配食などの介護保険外のサービスの利用が少なく，地域のサービス資源を十分に

活用できていない現状もみられ，地域における相談窓口の活用を推進するなど「地域で支

え合う体制の充実」が必要とされているところです。 

このため，日常的な生活支援を必要としている高齢者が，住み慣れた地域で安心して在

宅生活を継続していくために，生活支援コーディネーターの配置や助け合い・支えあいに

関する話し合いの場である協議体の設置により，地域の実情に応じた多様な活動主体によ

る重層的な生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備を図るとともに，元気な高齢者

が生活支援の担い手として活躍できるような活動の場や機会の確保に努め，介護予防や生

きがいづくりにつなげます。 

≪ふくし課，消防本部，かいご課≫ 

 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅳ）（ⅷ）頁 28,39,40 在宅介護実態調査（ⅰ）（ⅱ）頁 43～46  

 

 

 

 

事 業 

拡充 

○第 1 層協議体「坂出 ささえまろ ネットワーク」との連携による各地区への 

第 2 層協議体の設置の推進 

○第 2 層協議体生活支援コーディネーターの配置 

○協議体コーディネーターとの連携による既存の活動の継続・拡充と有償ボラン 

ティア等，地域の実情に応じた住民主体の活動創出に向けた支援 

 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅴ）イ 頁 32 
 

ニーズ調査結果 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

地域づくりへの参加意向（参加者） 

（一般高齢者） 
60.1％ 65.0％ 

目標：生活支援体制の基盤整備 
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地域づくりへの参加意向（企画･運営） 

  （一般高齢者） 
34.5％ 40.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 

継続 

○介護支援サービスの充実 

◆在宅寝たきり高齢者等紙おむつ給付事業 

◆介護慰労金支給事業 

 

 

 

 

事 業 

第１層協議体

坂出ささえまろネットワーク
（市全体での話し合いの場）

生活支援体制整備事業 第１層・第２層協議体の関係性（イメージ）

第２層協議体

（各地区での話し合いの場）

婦人会

・地域のニーズ

（解決できないもの）

・情報提供

・支援の仕組み

地区社協

自治会

老人クラブ
民生委員

婦人会

地区社協

自治会

民生委員

老人クラブ

話し合いの場での必要性

に応じて参加団体追加

目標：介護家族への支援 

目標：在宅介護の支援 
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継続 

○介護支援サービスの充実 

◆寝具乾燥消毒サービス事業 

◆老人入浴サービス給付 

○きんとキット（救急医療情報キット），携帯カード，119 番登録制度の普及啓 

発および消防本部との連携 

 

 

 

 

事 業 

拡充 ○見守り協定事業の実施（新聞販売店，郵便局等） 

継続 

○介護支援サービスの充実 

◆老人福祉電話貸与事業 

◆要援護老人給食サービス事業 

○高齢者見守り支援事業（坂出ほっとふれんず）による訪問活動を通じたニー 

ズ把握および必要なサービスに繋がるための支援 

○老人クラブによるひとり暮らし高齢者世帯・寝たきり高齢者宅への訪問 

 

  

目標：ひとり暮らし高齢者への生活支援 



第５章 施策の推進 

67 

 

（３）高齢者虐待の防止と権利擁護 

高齢者に対する虐待は，高齢者の心身ともに深い傷を負わせる重大な権利侵害です。「高

齢者虐待防止法」を踏まえ，虐待の早期発見に向けた知識啓発を行うとともに，関係機関

との連携による対応の強化に努めます。 

また，判断能力が十分でない認知症高齢者等が，ひとりの人間として尊重され，適切な

サービスを選択して，自分らしく安心した生活ができるよう支援することも重要です。成

年後見制度をはじめとした高齢者の生活や権利，財産を守るため，本市では成年後見セン

ター等と連携し，高齢者の権利擁護に努めていきます。 

 

 

 

 

 

事 業 

継続 

○高齢者虐待防止マニュアルの活用 

○警察，病院，サービス事業所等関係機関との連携 

○老人福祉法に規定するやむを得ない事由による措置制度の活用 

 

 

 

 

 

事 業 

継続 

○成年後見制度利用支援事業を通じた成年後見制度の利用促進 

○権利擁護人材育成事業を通じた市民後見人等の担い手の確保 

○坂出市権利擁護委員会での対応事例についての検討 

○坂出市成年後見センターとの連携 

○坂出市社会福祉協議会日常生活自立支援事業との連携 

 

  

目標：高齢者の虐待防止 

目標：高齢者の権利擁護 
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（４）住み慣れた地域で安心して生活するための環境づくり 

ニーズ調査によると，将来の住まいと介護サービスの利用について，できる限り現在の

住まいや地域に住み続けたいと考える高齢者が多くを占めていることから，介護や支援が

必要になっても，できる限り住み慣れた地域に住み続けることができるような住まいの確

保が求められています。このため，自宅での生活が困難になった場合の「施設」への入所

や，将来介護が必要になった場合に必要なサービスが提供される「住まい」への住み替え

など，個々の高齢者の状況やニーズに合った選択肢を用意するため，高齢者に適切な住ま

い環境の整備に努めます。 

また，ニーズ調査によると，外出する際，困ることとして「公共交通機関が少ない」，「道

路などに階段や段差が多い」，「公共交通機関の乗り降りが難しい」などの回答が多くなっ

ています。このため，高齢者が気軽に出かけられる交通環境の整備や利用しやすい公共施

設の整備など，高齢者だけでなく，地域住民が生活しやすい都市環境の整備に努めるとと

もに，防災・防犯等にも配慮した安全と安心のあるまちづくりを推進します。 

≪ふくし課，共働課，建設課，都市整備課，危機監理室，消防本部，かいご課≫ 
 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅷ）イ オ 頁 39,42  

 

 

 

 

事 業 

拡充 ○軽費老人ホーム（20 室）の整備 

継続 

○軽費老人ホーム,有料老人ホーム,サービス付き高齢者住宅,養護老人ホーム 

の状況把握と情報提供 

○坂出市民間住宅耐震対策支援事業の推進 

 

事業名 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

軽費老人ホームの整備 定員 210 人 定員 230 人 

民間住宅耐震対策支援事業による耐震改修 

（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 
－ 

12 件 

（2019 年度） 

 

 

 

 

 

 

目標：高齢者に適切な住まいの環境の整備 
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事 業 

継続 

○適切な歩道幅員や段差解消,勾配の軽減等バリアフリーを考慮した街路整備 

○高齢者や子どもの利用に配慮した公園などの整備 

○デマンド型乗合タクシー，循環バスの利用促進 

 

事業名 現 状 
目 標 

（2019 年度） 

デマンド型乗合タクシー利用者数 

（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 
－ 3,900 人 

循環バス利用者数 

（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 
－ 52,700 人 

 

 

 

 

 

事 業 

継続 

○高齢者運転免許証自主返納支援事業 

○高齢者の参加による交通安全キャンペーンの実施 

○老人大学,自治会での高齢者交通安全教室の開催 

 

事業名 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

高齢者交通安全教室の開催 年間 12 回 年間 15 回 

 

 

  

目標：交通安全の推進および高齢者の事故防止対策の強化 

目標：高齢者や障がい者など地域住民が生活しやすい都市整備 
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事 業 

拡充 ○福祉避難所（二次避難所）の整備 

継続 

○公共施設の耐震化工事 

○自主防災組織の結成および活動促進 

○避難行動要支援者避難支援計画の普及活動 

○災害時の避難体制（避難行動要支援者避難支援計画〔個別計画〕）の整備 

○119番登録制度の普及促進 

○老人大学での救急実技指導および防火講演 

○住宅用火災報知機の普及活動 

 

事業名 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

福祉避難所（二次避難所）数 19 施設 20 施設 

自主防災組織カバー率 

（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 
－ 

70％ 

（2019 年度） 

  

目標：災害および救急救命時を想定した支援体制の整備 
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（５）在宅医療・介護連携の推進 

在宅医療・介護連携推進事業は，医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が，住み

慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう，在宅医療と介

護を一体的に提供するために，医療機関と介護事業所等の関係者の連携を推進する事業で

す。 

2017（平成 29）年度から坂出市医師会に事業を委託し，坂出市医師会内に「坂出市医師

会在宅医療介護連携支援センター」を設置し，相談支援の役割を担うコーディネーターを

配置しました。 

今後も医師会等と連携しながら多職種連携や地域課題の検討，情報共有することにより，

地域の実情に応じた切れ目のない連携体制の構築に向けて取り組みみを強化します。 

 

■在宅医療・介護連携推進事業の内容 

 

 

 

 

 

事 業 

新規 ○市民を対象に終末期や看取りに関する講演会の開催 

拡充 
○在宅医療サービス，介護サービスについて普及啓発 

○坂出市医師会在宅医療介護連携支援センターの周知 

 

  

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

（カ）医療・介護関係者の研修 

（キ）地域住民への普及啓発 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

目標：在宅医療の普及啓発の推進 
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事 業 

拡充 
○多職種に向けて在宅医療サービス，介護サービスの周知 

○多職種研修会やグループワークの開催 

 

 

 

 

 

事 業 

新規 ○住民の在宅医療や介護に関する意識・ニーズ調査 

拡充 

○情報共有を目的として使用される情報共有シートや地域連携のためのクリテ 

ィカルパスなどの作成，整備 

○在宅医療と介護の切れ目のないサービス提供体制の推進 

○坂出リハ職連携会との連携強化 

○坂出市医師会在宅医療介護連携支援センターの相談支援を通じた課題の検討 

  

目標：切れ目のない在宅医療と介護の仕組みづくり 

目標：多職種連携の推進 
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３ 認知症高齢者支援策の充実 

（１）認知症対策の推進 

第 6 期計画では，「認知症初期集中支援事業」や「もの忘れ・けんしん」等早期診断・早

期対応の体制づくり，地域住民や小学生を対象にした認知症サポーター養成講座の開催な

ど認知症になっても安心して生活できる地域づくりに積極的に取り組みました。 

しかし，ニーズ調査から認知症またはそのおそれがある高齢者の推定値を算出したとこ

ろ，5,731 人と推定され，65 歳以上の約 3 人に 1 人となり，今後も早期診断・早期対応の

体制づくりや地域づくり，認知症予防につながる取り組みの充実や，認知症の容態の変化

に応じて，必要な医療・介護等が適切に提供される仕組みの構築が求められています。 

また，在宅介護実態調査では，在宅生活の継続に向けて，主な介護者が特に不安に感じ

る介護は，認知症自立度が高いほど「日中の排泄」，「夜間の排泄」，「認知症状への対応」

などへの不安が大きくなっています。このため，認知症のかたや介護者への支援，介護者

の精神的・身体的負担を軽減する観点からの支援，介護者の生活と介護の両立を支援でき

るよう積極的に取り組みます。 
 

■認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の 7 つの柱 

１ 認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

２ 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供 

３ 若年性認知症施策の強化 

４ 認知症の人の介護者への支援 

５ 認知症を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

６ 認知症の予防法，診断法，治療法，リハビリテーションモデル，介護モデル等の研

究開発およびその成果の普及の推進 

７ 認知症の人やその家族の視点の重視 

 

参照：日常生活圏域ニーズ調査（ⅳ）ア 頁 27 在宅介護実態調査 45 頁  

 

 

 

 

事 業 

新規 ○認知症サポーターの活動への支援 

拡充 

○認知症サポーター養成講座 

（小売業，金融機関，公共交通機関に積極的に開催） 

○認知症サポーター養成講座の終了者へのフォローアップ研修の開催 

○認知症ケアパスの普及 

 

目標：すべてのかたが認知症を正しく理解し，支援できる地域づくり 
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事業名 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

認知症サポーター活動場所数（新規） － 10 箇所 

認知症サポーター登録者数 3,075 人 6,000 人 

認知症サポーターフォローアップ研修受講

者数 
年間 26 人 年間 40 人 

 

 

 

 

 

事 業 

拡充 

○認知症の防御因子とされる「運動，食事，余暇活動，社会的参加，認知訓 

練，活発な精神活動等」の周知や他事業との連携 

○生活習慣病予防の担当部署との連携 

 

 

 

 

 

事 業 

新規 ○身近な場所を利用し，工作や手芸などワークショップの開催 

拡充 

○認知症カフェ「さかいでオレンジかふぇ」の普及 

○坂出市まいまいこ（徘徊）高齢者おかえり支援事業 

○認知症の身近な地域の相談窓口の周知，拡充 

 

事業名 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

認知症カフェ参加者数 628 人 800 人 

おかえり支援サポーター数 258 人 400 人 

おかえり支援事業者数 58 事業所 70 事業所 

 

目標：認知症予防につながる取り組みの充実 

目標：家族介護者への支援の充実 
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参照：在宅介護実態調査  頁 45  

 

在宅介護実態調査結果 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

認知症自立度別・今後の在宅生活の継続に向

けて，主な介護者が不安に感じる介護の認知

症状への対応の割合 

自立+Ⅰ 10.2％ 

Ⅱ    44.2％ 

Ⅲ以上  66.7％ 

自立+Ⅰ 5.0％ 

Ⅱ   30.0％ 

Ⅲ以上 45.0％ 

 

 

 

 

 

事 業 

新規 ○歯科医療機関や薬局などと連携し，早期発見の体制づくり 

拡充 

○「もの忘れ・けんしん」による早期対応と予防の周知 

○認知症初期集中支援チームと認知症地域支援推進員との連携 

○かかりつけ医，専門医療機関，認知症疾患医療センターとの連携 

 

  

目標：早期診断・早期対応の体制強化 
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４ 介護支援の推進 

（１）居宅サービス 

① 訪問介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 189,614 185,709 193,409 200,098 215,704 229,176 246,316 255,859 

人数 介護給付 400 375 350 327 336 342 350 364 

 

② （介護予防）訪問入浴介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 142 991 1,148 1,256 1,256 1,256 1,256 1,368 

介護給付 30,977 26,580 27,400 28,276 28,632 29,378 35,029 36,386 

人数 
予防給付 1 2 2 3 3 3 3 3 

介護給付 39 35 39 38 37 37 39 41 

  

訪問介護については，2015（平成 27）年度から 2016（平成 28）年度にかけて実績は

減少しているものの，2018（平成 30）年度からは利用が伸びるものと見込んでいます。 

訪問入浴介護については，予防・介護ともに，2018（平成 30）年以降はほぼ横ばい

での推移を見込んでいます。 
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③ （介護予防）訪問看護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 3,869 5,435 4,467 4,697 5,262 5,453 6,018 6,553 

介護給付 43,300 43,148 37,186 43,758 45,024 48,897 50,952 52,926 

人数 
予防給付 14 22 20 25 28 29 32 35 

介護給付 98 97 85 87 89 91 94 98 

 

④ （介護予防）訪問リハビリテーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 4,616 7,772 12,193 14,289 14,688 15,486 17,083 18,602 

介護給付 18,985 17,813 17,210 19,412 21,113 22,476 23,925 24,852 

人数 
予防給付 16 23 34 39 40 42 46 50 

介護給付 48 45 40 45 47 49 51 53 

  

訪問看護については，予防・介護ともに，2017（平成 29）年度の実績は減少する見

込みですが，医療の必要性の高まりから，2018（平成 30）年以降は一定の利用増があ

るものと見込んでいます。 

訪問リハビリテーションについては，予防給付では利用実績が増加傾向にあり，2018

（平成 30）年度以降も利用が伸びると見込んでいます。介護給付も同様に微増の傾向で

利用が伸びるものと見込んでいます。 
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⑤ （介護予防）居宅療養管理指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 2,352 2,977 4,115 4,194 4,383 4,573 4,919 5,356 

介護給付 20,273 21,029 25,942 27,394 27,770 27,903 30,176 31,345 

人数 
予防給付 26 31 38 39 41 43 46 50 

介護給付 188 210 248 221 225 227 247 257 

 

⑥ 通所介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 516,870 446,525 408,431 428,472 437,376 451,768 490,140 509,130 

人数 介護給付 473 400 355 339 338 341 365 379 

 

  

居宅療養管理指導については，予防・介護ともに，利用実績が増加傾向にあり，2018

（平成 30）年度以降も利用が少しずつ伸びるものと見込んでいます。 

通所介護については，定員 18 人以下の小規模の通所介護が地域密着型通所介護に移

行したため，利用実績が減少していますが，2018（平成 30）年度以降は利用が伸びる

ものと見込んでいます。 
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⑦ （介護予防）通所リハビリテーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 84,101 88,216 108,427 115,888 124,986 132,668 146,476 159,501 

介護給付 432,871 432,870 461,653 469,094 479,797 482,038 506,191 525,803 

人数 
予防給付 234 255 311 321 343 361 396 431 

介護給付 378 380 400 414 424 432 468 486 

 

⑧ （介護予防）短期入所生活介護 
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（H27）
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（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 7,561 7,865 9,787 11,093 11,490 11,805 13,625 14,837 

介護給付 282,141 266,351 267,975 253,961 255,147 258,235 262,016 272,168 

人数 
予防給付 16 17 20 21 21 21 21 23 

介護給付 227 220 215 201 203 206 211 219 

  

通所リハビリテーションについて，予防・介護ともに，利用実績が増加傾向にあり，

2018（平成 30）年度以降も利用が伸びるものと見込んでいます。 

短期入所生活介護については，予防給付では，今後も微増の傾向で利用があるものと

見込んでいます。介護給付では，実績の減少により 2018（平成 30）年度まで減少傾向

が続き，2019（平成 31）年度から増加に転じるものと見込んでいます。 
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⑨ （介護予防）短期入所療養介護〔老健〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 1,781 1,117 1,900 1,809 2,312 2,312 2,312 2,518 

介護給付 16,571 18,738 14,101 15,997 16,917 16,917 17,894 18,587 

人数 
予防給付 4 3 4 4 4 4 4 4 

介護給付 16 15 12 12 13 13 14 15 

 

⑩ （介護予防）福祉用具貸与 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 24,318 30,776 35,547 39,021 42,678 43,115 45,162 49,178 

介護給付 94,420 97,033 98,870 99,946 100,212 103,119 103,119 107,114 

人数 
予防給付 394 469 513 580 633 640 670 730 

介護給付 640 634 629 635 636 649 649 674 

  

短期入所療養介護については，予防給付では大きな変動はなく，ほぼ横ばいでの推移

を見込んでいます。介護給付では利用実績が減少傾向にありますが，今後も継続的な利

用があるものと見込んでいます。 

福祉用具貸与については，予防給付では，実績が年々増加していることにより，2018

（平成 30）年度以降も利用が伸びるものと見込んでいます。介護給付では大きな変動は

ないものの，一定の利用増があるものと見込んでいます。 
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⑪ 特定（介護予防）福祉用具購入費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 3,149 3,562 4,000 4,033 4,286 4,309 4,309 4,692 

介護給付 3,656 3,705 5,500 5,097 5,686 6,015 6,464 6,714 

人数 
予防給付 11 12 11 13 14 14 14 15 

介護給付 12 13 11 16 18 19 21 22 

 

⑫ （介護予防）住宅改修 
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（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 12,052 9,425 12,000 13,352 14,478 14,478 15,176 16,526 

介護給付 6,446 6,955 7,200 7,666 7,994 8,863 9,743 10,120 

人数 
予防給付 12 11 14 13 14 14 15 16 

介護給付 10 9 9 9 9 10 11 11 

  

特定福祉用具購入費については，予防・介護ともに，利用実績が増加傾向にあり，2018

（平成 30）年度以降も利用が伸びるものと見込んでいます。 

住宅改修については，予防給付では，2016（平成 28）年度の利用実績が減少してい

るものの，2018（平成 30）年度以降はほぼ横ばいでの推移を見込んでいます。介護給

付は利用実績が増加傾向にあり，2018（平成 30）年度以降も利用が伸びるものと見込

んでいます。 
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⑬ （介護予防）特定施設入居者生活介護 
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（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 24,550 24,677 29,350 29,715 31,144 32,297 35,756 35,756 

介護給付 255,755 264,424 278,882 281,872 281,872 281,872 282,574 282,574 

人数 
予防給付 28 30 35 33 35 36 39 39 

介護給付 114 118 122 122 122 122 123 123 

 

⑭ 介護予防支援・居宅介護支援 
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実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 47,755 51,636 50,415 50,793 52,233 53,833 55,591 60,534 

介護給付 166,044 174,833 171,000 173,060 174,431 174,790 178,557 185,475 

人数 
予防給付 909 978 956 953 980 1,010 1,043 1,136 

介護給付 1,067 1,046 1,012 1,018 1,025 1,027 1,048 1,089 

 

特定施設入居者生活介護については，予防給付では，実績は年々増加しており，2018

（平成 30）年度も少しずつ増加するものと見込んでいます。介護給付では大きな変動は

なく，横ばいでの推移を見込んでいます。 

認定者数の増加に伴い居宅サービス利用者数が増加するものと見込んでいるため，介

護予防支援・居宅介護支援ともに，2018（平成 30）年度以降も増加が続くものと見込

んでいます。 
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（２）施設サービス 

① 介護老人福祉施設 
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2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 701,530 694,051 760,000 781,067 781,067 781,067 797,445 797,445 

人数 介護給付 248 248 250 250 250 250 256 256 

 

② 介護老人保健施設 
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2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 938,658 937,323 960,345 970,325 976,679 976,679 997,500 997,500 

人数 介護給付 306 302 305 307 309 309 315 315 

 

  

介護老人福祉施設については，2018（平成 30）年度以降も横ばいでの推移を見込ん

でいます。 

介護老人保健施設については，2018（平成 30）年度以降もほぼ横ばいでの推移を見

込んでいます。 
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③ 介護医療院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 介護療養型医療施設 
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2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 29,222 36,378 33,663 34,101 34,101 34,101   

人数 介護給付 8 9 8 8 8 8   

 

 

  

介護療養型医療施設については，2018（平成 30）年度以降も横ばいでの推移を見込

んでいます。 

現時点では国の方針により，介護療養型医療施設は引き続き介護老人保健施設や介護

医療院への転換を推進しつつ，平成 35 年度末まで転換期限が延長されています。 
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平成 29 年における介護保険法の改正（地域包括ケアシステムの強化のための介護

保険法等の一部を改正する法律）により，慢性期の医療・介護のニーズを併せ持つ高

齢者を対象に，「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の医療機能と「生

活施設」としての機能を兼ね備えた，「介護医療院」という新たなサービス類型が創設

されることとなりました。 

本市では，現時点で既存施設から介護医療院への移行を予定している施設はないこ

とから，本計画期間での利用は見込んでいません。 
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（３）地域密着型サービス 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
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2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 4,063 5,138 9,358 8,970 9,863 9,863 9,863 10,245 

人数 介護給付 6 8 10 13 14 14 14 15 

 

② 夜間対応型訪問介護 
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年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 1,088 1,490 0 689 689 689 689 716 

人数 介護給付 1 1 0 2 2 2 2 2 

 

  

定期巡回・随時対応型訪問介護看護については，利用者数は少ないものの，少しずつ

増加していることから，2018（平成 30）年度以降は 13～14 人程度の利用を見込んでい

ます。 

夜間対応型訪問介護については，2017（平成 29）年度の実績見込みは 0 人となって

いますが，重度の要介護者でも在宅で生活できる体制を確保するために，2018（平成

30）年度以降は 2 人程度の利用を見込んでいます。 
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③ （介護予防）認知症対応型通所介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 696 630 1,443 1,383 1,460 1,460 1,460 1,590 

介護給付 16,237 27,332 32,295 32,252 34,621 35,833 37,384 38,832 

人数 
予防給付 2 2 2 2 2 2 2 2 

介護給付 12 19 27 25 27 29 29 30 

 

④ （介護予防）小規模多機能型居宅介護 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 7,748 11,374 11,323 9,014 7,995 8,433 6,396 6,396 

介護給付 142,357 141,265 145,500 127,126 131,207 133,035 137,027 137,027 

人数 
予防給付 12 15 15 11 10 10 8 8 

介護給付 71 70 70 55 58 58 62 62 

  

認知症対応型通所介護については，予防給付ではほぼ横ばいの推移を見込んでいま

す。介護給付では年々実績が増加していることから，今後も利用が伸びるものと見込ん

でいます。 

小規模多機能型居宅介護については，予防・介護ともに，2018（平成 30）年以降は

ほぼ横ばいでの推移を見込んでいます。 

696 630 1,443 1,383 1,460 1,460 1,460 1,590

16,237

27,332
32,295 32,252 34,621 35,833 37,384 38,832

0

10

20

30

40

0

15,000

30,000

45,000

2015（平成27）

年度実績

2016（平成28）

年度実績

2017（平成29）

年度実績見込み

2018（平成30）

年度推計

2019（平成31）

年度推計

2020年度

推計

2025年度

推計

2030年度

推計

給付費（予防給付） 給付費（介護給付） 人数（予防給付） 人数（介護給付）

（千円） （人）

7,748 11,374 11,323 9,014 7,995 8,433 6,396 6,396

142,357 141,265 145,500
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給付費（予防給付） 給付費（介護給付） 人数（予防給付） 人数（介護給付）

（千円） （人）
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⑤ （介護予防）認知症対応型共同生活介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 
予防給付 277 776 4,180 4,160 4,160 4,160 4,160 4,160 

介護給付 258,437 262,806 297,228 329,235 329,235 329,235 329,235 329,235 

人数 
予防給付 1 1 1 1 1 1 1 1 

介護給付 90 92 102 107 107 107 107 107 

 

⑥ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 94,428 94,075 144,905 178,183 185,706 189,638 189,638 189,638 

人数 介護給付 28 30 44 55 57 58 58 58 

 

  

認知症対応型共同生活介護については，予防・介護ともに，2018（平成 30）年以降

は横ばいでの推移を見込んでいます。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護については，第６期計画期間で新たに１

か所整備されています。2018（平成 30）年以降は横ばいでの推移を見込んでいます。 
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⑦ 看護小規模多機能型居宅介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015

（H27）
年度実績 

2016
（H28）
年度実績 

2017 
（H29）年度 
実績見込み 

2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 0 3,352 49,235 89,762 97,311 107,809 127,919 131,172 

人数 介護給付 0 4 20 39 43 48 50 54 

 

⑧ 地域密着型通所介護 
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2016
（H28）
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2017 
（H29）年度 
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2018
（H30）
年度推計 

2019
（H31）
年度推計 

2020 
年度推計 

2025 
年度推計 

2030 
年度推計 

給付費 介護給付 0 50,008 56,600 57,610 58,434 59,996 59,996 62,320 

人数 介護給付 0 52 61 64 65 67 67 70 

 

  

地域密着型通所介護については，予防・介護ともに，2018（平成 30）年以降は横ば

いでの推移を見込んでいます。 

看護小規模多機能型居宅介護については，2016（平成 28）年度から 2017（平成 29）

年度にかけて実績が大きく増加していることから，2018（平成 30）年度以降も大きく

増加するものと見込んでいます。 
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（４）介護サービス基盤整備 

介護保険事業を健全かつ円滑に運営し，高齢者ができる限り住み慣れた自宅や地域で認知症

や介護が必要になっても自立した生活を継続するために，介護サービスの基盤整備の充実や質

の向上に取り組みます。 

基盤整備は，日常生活圏域や需要のバランスを勘案しながら，計画的に進めます。 

 

 

 

 

 

 

  事 業 

新規 ○認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の整備 

○介護老人保健施設の整備 

  

事業名 現 状 
目 標 

（2020 年度） 

坂出市地域密着型サービス等整備助成補助事業 

・認知症対応型共同生活介護（グループホーム 
107 床 

125 床 

（18 床整備） 

・介護老人保健施設 340 床 
360 床 

（20 床整備） 

 

 ■圏域別サービス基盤整備状況

 

 

 

 

 

　　　　　　圏域

　種別

緑の里（18床） パンジー（18床） みかんの花（18床）
やすらぎの家きやま

（18床）
メイプル（17床）

ホームすみれ（9床） たまもよし（9床）

松寿会（80床）
小山荘（80床）

城山苑（80床）
五色台（100床）

E圏域

認 知 症 対 応 型
共 同 生 活 介 護
（グループホー
ム ）

A圏域 B圏域 C圏域 D圏域

介護老人保健施設

1か所（18床） 9床×2ユニット

1か所（20床）

目標：認知症や介護が必要になっても住み慣れた地域で生活を継続できる体制の

構築を図る 
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（５）持続可能な介護保険制度運営 

効果的・効率的な介護給付を推進するためには，介護給付を必要とする受給者を適切に

認定し，受給者が真に必要とする過不足のないサービスを，事業者が適切に提供するよう

促すことが重要であり，これにより適切なサービス提供の確保とその結果としての費用の

効率化を通じた介護給付の適正化を図ることが，介護保険制度の信頼感を高め，持続可能

な介護保険制度の構築に資すると考えられます。 

今後も認定者数の増加が見込まれる中，必要なニーズに対応するため，より一層介護サ

ービスの質の向上と確保に取り組むとともに，介護をはじめとした福祉人材の育成・確保

の取り組みを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 事 業 

拡 充 ○老人大学等での介護保険制度の説明，出前講座の開催 

継 続 
○広報誌，ホームページ等を通じた高齢者に配慮した情報の提供  

○制度改正に対応したパンフレットの作成，医療機関への設置 

 

 

 

 

 

 事 業 

拡 充 

○介護給付適正化計画に沿って計画的に実施し，検証・評価・見直しを行う 

   ◆要介護認定の適正化 

   ◆ケアプランの点検 

   ◆住宅改修・福祉用具の点検 

   ◆医療情報との突合・縦覧点検 

   ◆介護給付費通知の送付 

○介護相談員派遣事業の実施 

○第三者行為求償の取り組み拡大 

継 続 

○介護相談員，認定調査員研修等の各種研修への参加 

○離島等サービス確保対策事業の推進 

○実地指導等を通じた事業所への指導 

○事業者連絡会や地域ケア個別会議を通じた介護支援専門員への助言 

目標：介護保険に関する情報提供・啓発 

目標：効果的・効率的な介護給付の推進 
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事業名 現状 
目標 

（2020 年） 

介護相談員派遣事業 相談員 6 名 
相談員 12 名 

各施設月1回訪問 

 

 

 

 

 

 
事 業 

継 続 ○県の実施する人材育成研修等の教育機会活用の支援 

 

目標：介護人材の確保および資質の向上 
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第６章 介護保険事業費の見込みおよび保険料 
 

１ 介護保険事業費の見込み 

（１）介護給付費 

■居宅サービス・地域密着型サービス・施設サービス・居宅介護支援給付費の推計   （単位：千円） 

 
本計画期間 

2025 年度 2030 年度 2018 
（平成 30）年度 

2019 
（平成 31）年度 2020 年度 

■居宅サービス      

 訪問介護      

 

訪問入浴介護      

訪問看護      

訪問リハビリテーション      

居宅療養管理指導      

通所介護      

通所リハビリテーション      

短期入所生活介護      

短期入所療養介護      

福祉用具貸与      

特定福祉用具購入費      

住宅改修費      

特定施設入居者生活介護      

■地域密着型サービス      

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護      

夜間対応型訪問介護      

認知症対応型通所介護      

小規模多機能型居宅介護      

認知症対応型共同生活介護      

地域密着型特定入居者生活介護      

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護      

看護小規模多機能型居宅介護      

地域密着型通所介護      

■施設サービス      

 

介護老人福祉施設      

介護老人保健施設      

介護医療院      

介護療養型医療施設      

■居宅介護支援      

介護給付費計      

 

 

 

精査中 
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（２）予防給付費 

■介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス・介護予防支援給付費の推計    （単位：千円） 

 
本計画期間 

2025 年度 2030 年度 
2018 

（平成 30）年度 
2019 

（平成 31）年度 2020 年度 

■介護予防サービス      

 

介護予防訪問入浴介護     
 

介護予防訪問看護     
 

介護予防訪問リハビリテーション      

介護予防居宅療養管理指導     
 

介護予防通所リハビリテーション     
 

介護予防短期入所生活介護      

介護予防短期入所療養介護     
 

介護予防福祉用具貸与     
 

特定介護予防福祉用具購入費      

介護予防住宅改修費     
 

介護予防特定施設入居者生活介護     
 

■地域密着型介護予防サービス      

 

介護予防認知症対応型通所介護     
 

介護予防小規模多機能型居宅介護     
 

介護予防認知症対応型共同生活介護      

■介護予防支援     
 

予防給付費計     
 

 

 

 

 

  

 

 

 

精査中 
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（３）標準給付費等 

■標準給付費等の推計                                          （単位：千円） 

 

2018 

（平成 30） 

年度 

2019 

（平成 31） 

年度 

2020 

年度 
合計 

標準給付費見込額     

総給付費 

（一定以上所得者負担の調整後） 
    

 

総給付費     

一定以上所得者の利用者負担の見直しに

伴う財政影響額 
    

消費税率等の見直しを勘案した影響額     

特定入所者介護サービス費等給付額 

（資産等勘案調整後） 
    

 

特定入所者介護サービス費等給付額     

補足給付の見直しに伴う財政影響額     

高額介護サービス費等給付額     

高額医療合算介護サービス費等給付額     

算定対象審査支払手数料     

 

審査支払手数料一件あたり単価     

審査支払手数料支払件数     

 

 

（４）地域支援事業費 

■地域支援事業費の推計                                         （単位：千円） 

 

2018 

（平成 30） 

年度 

2019 

（平成 31） 

年度 

2020 

年度 
合計 

地域支援事業費     

 
介護予防・日常生活支援総合事業費     

包括的支援事業・任意事業費     

 

 

  

 

 

 

精査中 

 

精査中 
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２ 介護保険料基準額の設定 

（１）保険料の設定にあたって 

① 介護保険給付費の財源 

介護保険事業に必要な法定サービスにかかる給付費はサービス利用時の利用者負担を

除き，50％を保険料，50％を公費で負担します。第７期計画期間（2018「平成 30」年

度～2020 年度）においては，第１号被保険者（65 歳以上の方）に保険給付費の 23％を

保険料として負担していただきます。 

 

■居宅給付費の財源構成                  ■施設等給付費の財源構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※施設等給付費とは，介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設，介護医療院，特定施設入居

者生活介護にかかる給付費をさす。それ以外のサービスにかかる給付費は居宅給付費に含む。 

※公費のうち国の調整交付金は，市町村間の第１号被保険者の保険料格差を是正するために交付されるものであ

り，第１号被保険者に占める後期高齢者の割合や所得分布の状況により変動する仕組みとなっている。 

 

 

② 地域支援事業費の財源 

地域支援事業は，「介護予防・日常生活支援総合事業」と「包括的支援事業・任意事業」

に分かれています。 

介護予防・日常生活支援総合事業の給付費については，介護給付と同様に，公費，第

１号被保険者の保険料，第２号被保険者の保険料で構成されています。包括的支援事業・

任意事業については，第２号被保険者を除いた費用負担となっています。 
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■介護予防・日常生活支援総合事業費の財源構成   ■包括的支援事業・任意事業費の財源構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し【2018（平成 30）年８月施行】 

世代間・世代内の公平性を確保しつつ，制度の持続可能性を高めるため，２割負担者

のうち特に所得の高い層の負担割合が３割となります。ただし，月額 44,400 円の負担の

上限があります。 

 

④ 介護納付金における総報酬制の導入【2017（平成 29）年８月施行】 

第２号被保険者（40～64 歳）の保険料は，介護納付金として医療保険者に賦課してお

り，各医療保険者が加入者である第２号被保険者の負担すべき費用を一括納付していま

す。 

各医療保険者は，介護納付金を２号被保険者である『加入者数に応じて負担』してい

ますが，これを被用者保険間では『報酬額に比例した負担』とします（激変緩和の観点

から段階的に導入）。 

 

 

（２）第１号被保険者保険料 

① 費用の負担割合 

介護保険財源は，公費と保険料とで 50％ずつを負担します。公費分は，国，県，市が

それぞれ分担して負担し，保険料は第１号被保険者および第２号被保険者が負担します。

負担割合は，３年ごとに政令で定められており，第１号被保険者と第２号被保険者の人

数比に応じて設定されます。 

このため，2015（平成 27）年度から 2017（平成 29）年度までの第１号被保険者の負

担割合は 22％でしたが，2018（平成 30）年度から 23％と負担割合が増えます。 

また，後期高齢者の割合や所得段階の割合により，保険者間で保険料に格差が生じな

いようにするために，調整交付金が設けられています。 
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② 保険料収納必要額の算定 

標準給付費および地域支援事業費のうち，第１号被保険者の介護保険料で負担する割

合（23％）を乗じて算出した第１号被保険者負担分相当額に，調整交付金や準備基金取

崩額等を加減して，保険料収納必要額を算出します。 

 

【保険料収納必要額の算定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調 整 交 付 金＝これまでの調整交付金は，「第１号被保険者に占める後期高齢者の加入割合の違

い」および「第１号被保険者の所得段階別加入割合の違い」といった，保険者

の責めによらない要因により生じる第１号保険料の水準格差を全国ベースで平

準化するために交付されています。今後，2025 年にかけて第１号被保険者に占

める後期高齢者の割合も全国的に高くなると予測されており，後期高齢者加入

割合のばらつきは縮小傾向となることが見込まれ，調整交付金の調整機能が縮

小することが予想されます。このような状況を踏まえ，2018（平成 30）年度よ

り，調整交付金における年齢区分について，現行の①65～74 歳，②75 歳以上の

２区分から，①65～74 歳，②75～84 歳，③85 歳以上の３区分に細分化するこ

とにより，調整機能が強化されます。ただし，第７期計画期間においては，現

行の調整交付金の交付割合からの激変緩和措置が講じられます。 

※準備基金取崩額＝「準備基金（介護保険給付費等準備基金）」とは，市町村において第１号被保険

者保険料の余剰分を積み立てておくための基金であり，取り崩して保険料軽減

に活用できます。 

※財政安定化基金＝「財政安定化基金」とは，介護保険財政が悪化したり，赤字を穴埋めするため

に市町村が一般会計から繰入れを余儀なくされるというような事態を回避する

ため，市町村に対して資金交付や資金貸付を行うことを目的に，都道府県に設

置された基金。 

③ 第 7 期の介護保険料の算定 

標準給付費見込み額 

●千円 

 

地域支援事業費見込額 

●千円 

 

第１号被保険者負担割合

（23%） 

介護保険給付費 ●千円 

第 1 号被保険者負担分相当額  

●千円 

第 1 号被保険者負担分相当額  

●千円 

調整交付金相当額 

●千円 

 

＋ × 

＝ 

＋ 

準備基金取崩額 

●千円 

財政安定化基金拠出金見込額 

0 千円 
＋ － 

保険料収納必要額 

●千円 
＊千円未満の四捨五入や比率の端数等の関係により合計が合

わない場合がある 

＝ 

調整交付金見込額 

●千円 

 

－ 
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第 1 号被保険者の保険料（月額）は次のとおりです。なお，所得段階は現行の 9 段階

を継続する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

【所得段階別対象者数の見込みと基準額に対する割合】 

所得段階 対象者 
基準額に 

対する割合 

2018 

（平成 30）
年度 

2019 

（平成 31）
年度 

2020 

年度 
合計 

第 1 段階 

・生活保護受給者 

・世帯全員が住民税非課税で，老齢

福祉年金受給者 

・世帯全員が住民税非課税で，本人

の課税年金収入額と合計所得金

額の合計が 80 万円以下の人 

0.50 2,860  2,843  2,828  8,531  

第 2 段階 

・世帯全員が住民税非課税で，本人

の課税年金収入額と合計所得金

額の合計が 80 万円を超え 120 万

円以下の人 

0.675 1,903  1,891  1,881  5,675  

第 3 段階 

・世帯全員が住民税非課税で，本人

の課税年金収入額と合計所得金

額の合計が 120 万円を超える人 

 0.75 1,743  1,732  1,723  5,198  

第 4 段階 

・本人が住民税非課税（世帯で課税

者あり）で，本人の課税年金収入

額と合計所得金額の合計が 80 万

円以下の人 

0.875 1,561  1,551  1,543  4,655  

第 5 段階 

・本人が住民税非課税（世帯で課税

者あり）で，本人の課税年金収入

額と合計所得金額の合計が 80 万

円を越える人 

1.00 

基準額 
2,836  2,819  2,804  8,459  

第 6 段階 
・本人が住民税課税で，本人の合計

所得金額が 120 万円未満の人 
1.20 3,132  3,114  3,098  9,344  

第 7 段階 

・本人が住民税課税で，本人の合計

所得金額が 120 万円以上 190 万

円未満の人 

1.30 2,112  2,099  2,088  6,299  

第 8 段階 

・本人が住民税課税で，本人の合計

所得金額が 190 万円以上 500 万

円未満の人 

1.50 1,775  1,764  1,755  5,294  

第 9 段階 
・本人が住民税課税で，本人の合計

所得金額が 500 万円以上の人 
1.70 388  386  384  1,158  

合計 18,310  18,199  18,104  54,613  

所得段階別加入割合補正後被保険者数 17,964  17,855  17,762  53,581  

※2015（平成 27）年度から低所得者の保険料軽減を第 1 段階の人を対象に実施しており，現行の取
り組みが継続されます。軽減強化の完全実施の時期については，消費税率 10％への引き上げ時期
を踏まえて検討されることとなっています。 

保険料基準月額：●円（年額●円） 

基準額（月額）＝保険料収納必要額（●千円）÷予定保険料収納率（●％）÷所得段階

別加入割合補正後被保険者数（●人＝2018（平成 30）～2020年度の合計）÷12月 
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